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序 文 

 

 

 

 独立行政法人 国際協力機構は、カンボジア国の国道一号線（プノンペン～ネアックルン区間）

改修計画にかかる協力準備調査を実施することを決定し、同調査を株式会社 片平エンジニアリ

ング・インターナショナルに委託しました。 

 

 同調査は平成 23 年 9 月から平成 24 年 2 月までカンボジア国の政府関係者と協議を行うととも

に、計画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに報告書完成の運

びとなりました。 

 

 この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つこと

を願うものです。 

 

 終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

 

  平成 24 年 2 月 

 

 

独立行政法人 国際協力機構 

    経済基盤開発部部長 小西淳文 
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要   約 

 

国道 1号線はカンボジア国(以下、「カ」国)の首都プノンペン都とベトナム国境（バベット）

をつなぐ幹線国道で、アジアハイウェイ 1号線(AH-1)の一部を形成する国際幹線道路である。

現在、わが国は「カ」国政府の要請を受け、プノンペン都からネアックルンまでの約 56km

区間を対象とした無償資金協力による整備を実施している。 

 

国道 1号線改修計画（以下、本プロジェクト）は 2004 年 4 月 1日より施行された JICA 環境

社会配慮ガイドライン(以下、「JICA ガイドライン」)を先行的に適用し、可能な限り同ガイ

ドラインに沿った対応を実施してきた。とくに住民移転への対応を中心に「カ」国側と協議

を重ね、2 回に亘る予備調査（環境社会配慮支援調査)を通じて、先方が本プロジェクトに

より影響を受ける住民(PAPs)の移転・セットバック等に対する補償について適切な合意を形

成するよう、申し入れを行うとともに必要な支援や外部モニタリング等を実施してきた。そ

の後、2004 年 3 月より基本設計調査を実施し、現在は 4分割(ステージ分け、当時は 3分割)

されたコンポーネントのうち、第一期(ステージ 1、橋梁新設 2 橋)、第二期(ステージ 2、

Sta.13+100～Sta.55+980 の改修および橋梁新設 1 橋) は既に完工し、第三期（ステージ 3、

Sta.4+000～Sta.13+100 の改修）も 2011 年 6 月に完工した。 

 

2007 年 8 月に当初の第三期（Sta.0+000～Sta.13+100）の事業化調査、2009 年 2 月には第四

期(ステージ 4、Sta.0+000～Sta.4+000)の協力準備調査が実施された。これらの調査を通じ

て、プノンペン側の始点に新たに建設された新モニボン橋や道路用地幅の確定（Sta.0+000

～Sta.1+900）とその後に明らかになったプノンペン水道公社(PPWSA)によって施工される

「ニロート浄水場整備計画」水道管埋設工事（Sta.0+000～Sta.3+800）など、本プロジェク

トの施工区間における数々の状況変化に対応して工事設計内容や概算事業費の見直しなど、

事業実施計画の再検討が行われてきた。また環境社会配慮面においては、ＪＩＣＡ環境社会

配慮ガイドラインに基づく「カ」国側のこれまでの実施状況と道路用地幅の変更等に伴う

「カ」国側の今後の対応について協議を行われた。 

 

その後も、施工区間沿線の地形変化や水道管埋設工事の進捗に対応した検討を行い、2009

年の協力準備調査から 2年が経過した。新たに中国政府の支援により、国道一号線第三期区

間に接続する環状道路の整備計画などの情報も得られている。この様な状況を踏まえて本調

査は、現地の 新状況の確認（「ニロート上水道整備計画」の実施状況を含む）及び概算事

業費積算の見直し、「カ」国側による第四期に必要となる環境社会配慮の 新の実施状況の

確認などを目的として実施された。 

 

本準備調査では、MPWT が実施した 新の交通量調査結果を使い全区間 4 車線化への設計の

見直しを行った。また、現道下に埋設されている水道管について水道公社（PPWSA）側と協

議を行い、一部のダクタイル管の移設が出来ない事を確認した。これに加えて、PPWSA のニ

ロート上水道整備計画担当との協議では、ニロート上水道事業で埋設されるダクタイル管

（径 1600）およびその他付属構造物の位置が確認された。 
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本プロジェクト地域では近年の急速な市街化に伴い、各所で沿道の埋立て事業が進められて

おり沿道の地形変化が生じている。このため対象区間全線の地形測量を新たに実施し、設計

見直しを行った。 

 

本プロジェクトの全体および第四期の主要工事内容・規模は次頁の表のとおりである。 

 

本計画の直接の受益者はプノンペン都 133 万人及びカンダール州 126 万人、合計 259 万人

(2008 年)の住民であり、間接の受益者は「カ」国全国民 1,339 万人(2008 年)である。計画

実施による効果は次のとおりである。 

・ 道路幅員が狭く 4 輪車と 2 輪車が混在しているため交通容量が小さい、路面の損傷が

著しいため走行性が悪化している等、幹線国道としての機能が損なわれている状況が

改善され、幹線国道としての機能が向上する。 

・ マーケットエリア、バス停／非常時避難スペース、学校／病院地域等で、沿道サービ

ス施設がなく、駐車スペース及び歩道が狭い又は無い等、住民にとって不都合が生じ

ている現状が改善され、生活道路としての機能が向上する。 

・ 交通容量が増加し、走行性が改善される結果、平均走行速度が現在の 30km/hr 程度か

ら市街の区間を除き 70km/hr に増加し、プノンペン～ネアックルン区間の走行所要時

間が 1時間 50 分から約 45～50 分に短縮する。 

・ 4 輪車と 2輪車の分離交通が実施されることにより、交通事故の減少が期待できる。ま

た、交通標識、ガードール、ハンプ等の安全施設の設置により、交通安全性が向上す

る。 

・ 既存橋梁 2橋は、1車線のベイリー橋であり、通行できる車両が 15t 以下に制限されて

いるが、20t 車が通行可能となり、貨物輸送が効率化する。 

・ 現在の開口部の通水容量が不足しているため、プノンペン都の洪水対策としては不十

分であり、また、路面高が低いため 1 号線自身にも冠水が発生しているが、開口部を

増設し、路面高を嵩上げすることにより、プノンペン都の洪水の危険性が減少すると

ともに、1号線の冠水が防止される。更に､洪水時の流水の作用により､道路法面の破損

が頻発しているが､法面侵食対策工を設置することにより､法面の破損が防止される｡ 

・ 市街化地域に雨水排水施設が無いため、降雨時に雨水が道路に流入し、交通機能の低

下と交通安全性の阻害を招いているが、路面排水施設を設けることにより、こうした

事態が解消する。 

・ 幹線国道としての機能が向上するため、人的・物的交流が促進され、社会・経済活動

が活性化する。また、生活道路としての機能が向上するため、沿道住民の利便性が向

上するとともに、生活水準の向上に寄与する。 

    

本計画は、上述のように多大な効果が期待されると同時に、広く住民の生活改善に寄与する

ものであることから、我が国の無償資金協力により実施することは妥当であると判断される。

また、施設の運営・維持管理についても、相手国側体制は人員・資金ともに十分で問題はな 

いと考えられる。
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本プロジェクトの主要工事内容・規模 

 

なお、本計画は道路改修に伴う住民移転に関する適切な合意形成が求められており、これが

無償本体事業実施の条件となっている。また、道路改修後には、本計画で整備する様々な交

通安全対策を有効に活用するため、「カ」国側政府による適切な速度制限や交通安全教育な

どの実施が求められる。 

全体

（第一期目+第二期目+

第三期目+第四期目）

第四期対象区間

全線55.98km

(Sta.0+000～55+980)

全線4.00km

(Sta.0+000～4+000)

・4車線区間 4.00km、

・2車線区間51.98km

・4車線区間4.00km、

路面嵩上げ
路面高は2000年洪水時水位を平均で30cm程度上回っているにすぎな

い｡2000年洪水時では3ヶ所1,100m区間で越流が生じた｡

始点及び終点付近を除きほぼ全

線

計画洪水位＋50cm以上の余裕

高

舗　　装
車道部6.5m幅のみ舗装されているが､洪水毎に舗装の破損･劣化が発

生している｡

全線:55.98km（4輪車道部､2輪

車道部､歩道部及び路肩部）

全線:4.0km（4輪車道部､2輪

車道部､歩道部及び路肩部）

普通ﾏｰｹｯﾄｴﾘｱ
道路に沿ってﾏｰｹｯﾄがあり､駐車帯がないことから､積荷の揚げ降ろし

時には交通渋滞を生じている｡
3ヶ所 －

ﾊﾞｽ停／非常時避

難所ｽﾍﾟｰｽ

バス利用者の為のバス停､洪水時における家畜のための非常時避難ｽ

ﾍﾟｰｽは現在なく､交通渋滞と農民の生活不安の原因となっている｡
25ヶ所 6ヶ所

3橋、総延長240.6ｍ

（68.8＋103.0＋68.8m）

・2橋架替、1橋新設

8ヶ所

・ﾊﾟｲﾌﾟｶﾙﾊﾞｰﾄ:2ヶ所(改築)

・ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ:6ヶ所

　　(改築:2ヶ所､新設4ヶ所)

(総延長:ﾊﾟｲﾌﾟｶﾙﾊﾞｰﾄ約50.1m､

ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ91.8m)

側　溝：延長 7,051m 側　溝：延長　4,521m

排水管：延長 7,199m 排水管：延長 5,742m

護 岸 工 呑口及び吐口の周りでは流入により法面の浸食･崩壊が生じている｡
橋梁部：3ヶ所､

ｶﾙﾊﾞｰﾄ部：8ヶ所
－

護 床 工
開口部を通じて氾濫原へ流出する洪水は流速が早いことから河床に

洗掘が生じている｡

橋梁部：3ヶ所､

ｶﾙﾊﾞｰﾄ部：8ヶ所
－

グリーン

ベルト

練石張り
洪水毎にﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ及びﾊﾟｲﾌﾟｶﾙﾊﾞｰﾄ周りの法面が一部崩壊してい

る｡
ﾒｺﾝ河側：延長1,060m －

(1)良質土による

置換

現地盤面は軟弱な粘性土で覆われている｡道路拡幅による盛土により

圧密沈下が予想される｡

ﾒｺﾝ河側：15.08km､

ｺﾙﾏﾀｰｼﾞｭ側：44.28km
－

(2)砂による置換
現地盤面は軟弱な粘性土で覆われている｡常時水面下の箇所では盛土

材として砂置換を行う｡

ﾒｺﾝ河側：4.17km､

ｺﾙﾏﾀｰｼﾞｭ側：3.46km

ﾒｺﾝ河側：1.17km､

ｺﾙﾏﾀｰｼﾞｭ側：1.26km

(1)トラックス

ケール
過積載車による道路の損傷を少なくする為に設置する

ﾒｺﾝ河側：1箇所､

ｺﾙﾏﾀｰｼﾞｭ側：1箇所
－

(2)法面かごマッ

ト工

近年起点側1.9kmの道路用地幅の確定により基本設計の擁壁構造が法

面構造に変更となった。それに伴い、用地幅不足箇所にかごマット

を施工する。

8,143m 8,143m

路面標示：中央線､車線､側線､

横断歩道35ヶ所

路面標示：中央線､車線､側

線､横断歩道9ヶ所

交通標識：288ヶ所 交通標識：110ヶ所

(4)中央分離帯 現在､中央分離帯はない｡自動車の安全走行の為に設置する｡ 区間長：1,663m 1,663m

(5)縁　石 自動車の安全走行の為に設置する｡ 全延長：15,283m 5,693m

主 要 工 事 内 容 ･ 規 模

項　目 概　要

1.道路改修

拡　　幅
車道幅は平均6.5mであり､4輪車と2輪車の混合交通となっており､交

通容量の不足と交通事故発生の根源となっている｡

(6)ｶﾞｰﾄﾞﾚｰﾙ －

9.付帯施設

(3)路面標示及び

交通標識

(7)ｶﾞｲﾄﾞﾎﾟｽﾄ
現在､ｶﾞｲﾄﾞﾎﾟｽﾄはない｡曲線部､ｶﾙﾊﾞｰﾄｱﾌﾟﾛｰﾁ部及び高さ5m以上の盛

土部に設置する｡
－

学校：31ヶ所

病院：9ヶ所

全延長2,800m

ﾒｺﾝ河側：180m、

ｺﾙﾏﾀｰｼﾞｭ側：268m、合計：448m

1,016本

現在､路面の標示及び交通標識はない｡自動車の安全走行と利便性向

上､歩行者の安全性､利便性向上の為に設置する｡

現在､ｶﾞｰﾄﾞﾚｰﾙはない｡橋梁ｱﾌﾟﾛｰﾁ部､橋梁及びｶﾙﾊﾞｰﾄ部に設置する｡

－

8.盛土軟弱地

盤対策工

4.カルバート

現在ﾊﾟｲﾌﾟｶﾙﾊﾞｰﾄ及びﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄが2ヶ所ずつ合計4ヶ所あるが､土砂

で埋没又は取付水路の不具合から機能していない｡開口部の断面積が

不足していることから､洪水時にﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ付近の水位の上昇が生じて

いると同時に､ｺﾙﾏﾀｰｼﾞｭ側への肥沃な氾濫水の流入を妨げている｡

5.道路排水施設
雨水の道路排水施設がないことから､降雨時交通渋滞と交通事故発生

の原因となっている｡

7.法面浸食対

策工

6.開口部護

岸･護床工

学校：2ヶ所

病院：0ヶ所

3.橋　梁（PCI桁橋）
2橋梁は仮設のﾍﾞｲﾘｰ橋であり､幅員は約3.5m､1車線であり、交通渋滞

が生じている｡又､荷重制限は15tonsとしている｡

学校／病院地域

洪水時道路法面の水衝部､道路の屈曲部､橋梁部及び波浪による道路

法面への影響部等では法面の浸食が生じている｡
－

－

2.沿道サービ

ス施設におけ

る路肩の拡幅

路肩又は歩道を利用している下校時には､生徒が車道に広がり交通渋

滞が生じている｡
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 

 

1-1 当該セクターの現状と課題 

 

1-1-1 現状と課題 

 

カンボジア国（以下、「カ」国）の国道網は 1桁の番号の付けられた幹線国道（延長 2,119km）

と 2桁の番号の付けられた準幹線国道（延長 3,086km）からなり、その総延長は 5,205km（2010

年末現在）である。道路の区分ごとの延長を表 1-1-1 に示す。 

 

表 1-1-1 道路延長 

道路の区分 延長（km） 

幹線国道（１桁国道） 

一般国道（２桁国道） 

州  道（３桁道路） 

枝線道路（番号なし） 

2,119  （5.3％） 

3,086  （7.8％） 

6,413 （16.2％） 

28,000 （70.7％） 

総延長 39,618（100.0％） 

 

このうち、１桁の番号の付いた幹線国道は首都プノンペンを中心として放射状に発達してお

り、プノンペンと全国の主要都市、主要港湾（シハヌークビル）或いはタイ・ベトナム・ラ

オスなどの隣接国と連絡している。 

これらの国道は 1970～80 年代の内戦時代に荒廃が進んだが、平和の回復とともに、1990

年前後より、ADB、世銀、日本等の援助による復旧が進められ、現在では、1 桁幹線国道に

ついては、依然としてかなりの区間が DBST（簡易舗装）ではあるが、ほぼ 100％舗装される

に至った。また、橋梁もベリー橋等の仮設橋がまだ数多く残っているが、修復が進み幹線国

道ではほぼ全国的に、通常の車両の通行が可能な状態となっている。しかし、DBST 区間で

は平坦性が悪く、高速走行に適していないだけでなく、重量車両の走行や降雨による損傷を

受け易く、補修の費用が「カ」政府に負担となっている。 

 
 

1-1-2 開発計画 

 

「カ」国政府は、戦略的国家開発計画(2006～2010 年)に続き 2010 年 6 月に新たな戦略的

国家開発計画(2009～2013 年)を策定し、次に示す成長促進のための四辺の戦略を掲げてい

る。 

• 第一辺 農業セクターの強化。 

• 第二辺 さらなる物理的なインフラの改修・整備。 

• 第三辺 民間セクターの開発及び雇用促進。 

• 第四辺 キャパシティ・ビルディング及び人的資源の開発。 
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新たな戦略的国家開発計画（2009～2013 年）では、四辺の戦略に基づき、全都市を結ぶ主

要国道の改修・整備を継続するため、次の 4つの重点施策を掲げている。 

• プノンペンと地方都市および隣国を結ぶ国道の整備促進。 

• 地方都市と隣国を結ぶ道路の整備促進。 

• 国道 1、4、5、6号線におけるプノンペン周辺部の 4車線化およびリングロードの建設に

必要な調査の実施と資金調達の検討。 

• 上記道路整備に必要な調査の実施と資金調達の検討。 

上位計画を受けて、現在、「カ」国では国道 4号線、6号線の改修工事が施工中であり、3

号線、4号線及び 5号線を結ぶプノンペン都の外環道路の建設、国道 5号線の改修計画等が

構想されている。 

 

 

 

 

 

 

1-1-3 社会経済状況 

 

「カ」国における主要産業の GDP 比(2008 年)は第一次産業：32.5％、第二次産業：22.4％、

第三次産業：45.1％となっている。近年、農業については 2007 年には 8.2％の成長を遂げ

[四辺の戦略] 

農業セクターの強化 

キャパシティ・ビルディング及び人的資源の開発 

民間セクターの 

開発及び雇用促進 

更なる物理的な 

インフラの改修・整備 
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たが、2008 年の金融危機の影響を受けて成長率は 6.6％とやや鈍化している。工業も 2007

年に 8.4％の伸びを示したが、2008 年には 4.0％の伸びにとどまっている。その反面、2008

年におけるサービス業の伸びは海外からの観光客による消費の増加に伴い9％と順調な成長

を続けている。 

近年の経済成長率は 2006 年；10.8％、2007 年；10.2％、2008 年；6.7％となっており、

2005 以後の二桁成長率を記録していた成長率は 2008 年の金融危機以降成長が鈍化し、2009

年は-2.1％の成長率であった。その後、回復基調に入り、2010 年の推定成長率はプラスに

転じ、6.0％が見込まれている。 

一人当たりの GDP は順調な伸びを示しており、2007 年で 594 米ドルから 2008 年には 716

米ドルへと約 40％増加した。さらに 2010 年には 842 米ドルに達した。 

 

1-2 無償資金協力要請の背景・経緯および概要 

 

国道 1号線は「カ」国の首都プノンペン都とベトナム国境（バベット）をつなぐ幹線国道

で、アジアハイウェイ 1号線(AH-1)の一部を形成する国際幹線道路である。現在、わが国は

「カ」国政府の要請を受け、プノンペンからネアックルンまでの約 56km 区間を対象とした

無償資金協力による整備を実施している。 

 

国道 1号線改修計画（以下、本プロジェクト）は 2004 年 4 月 1 日より施行された JICA 環

境社会配慮ガイドライン(以下、「JICA ガイドライン」)を先行的に適用し、可能な限り同ガ

イドラインに沿った対応を実施してきた。とくに住民移転への対応を中心に「カ」国側と協

議を重ね、2 回に亘る予備調査（環境社会配慮支援調査)を通じて、先方が本プロジェクト

により影響を受ける住民(PAPs)の移転・セットバック等に対する補償について適切な合意を

形成するよう、申し入れを行うとともに必要な支援や外部モニタリング等を実施してきた。

その後、2004 年 3 月より基本設計調査を実施し、現在は 4分割(ステージ分け、当時は 3分

割)されたコンポーネントのうち、第一期(ステージ 1、橋梁新設 3橋)、第二期(ステージ 2、

Sta.13+100～Sta.55+980 の改修) は既に完工し、第三期（ステージ 3、Sta.4+000～

Sta.13+100 の改修）も 2011 年 6 月に完工した。 

 

2007 年 8 月に当初の第三期（Sta.0+000～Sta.13+100）の事業化調査、2009 年 2 月には第

四期(ステージ 4、Sta.0+000～Sta.4+000)の協力準備調査が実施された。これらの調査を通

じて、プノンペン側の始点に新たに建設された新モニボン橋や道路用地幅の確定（Sta.0+000

～Sta.1+900）とその後に明らかになったプノンペン水道公社(PPWSA)によって施工される

「ニロート浄水場整備計画」水道管埋設工事（Sta.0+000～Sta.3+800）など、本プロジェク

トの施工区間における数々の状況変化に対応して工事設計内容や概算事業費の見直しなど、

事業実施計画の再検討が行われてきた。また環境社会配慮面においては、ＪＩＣＡ環境社会

配慮ガイドラインに基づく「カ」国側のこれまでの実施状況と道路用地幅の変更等に伴う

「カ」国側の今後の対応について協議を行われた。 

 

その後も、施工区間沿線の地形変化や水道管埋設工事の進捗に対応した検討を行い、2009
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年の協力準備調査から 2年が経過した。新たに中国政府の支援により、国道一号線第三期区

間に接続する環状道路の整備計画などの情報も得られている。この様な状況を踏まえて本調

査は、現地の 新状況の確認（「ニロート上水道整備計画」の実施状況を含む）及び概算事

業費積算の見直し、「カ」国側による第四期に必要となる環境社会配慮の 新の実施状況の

確認などを目的として実施された。 

 

1-3 我が国の援助動向 

 

過去に実施された、または実施中の我が国の道路・橋梁分野における技術協力及び無償資

金協力プロジェクトの概要を表 1-3-1 及び 

表 1-3-2 にそれぞれ示す。 

 

表 1-3-1 道路セクターにおける我が国の技術協力 

協力内容 実施年度 案件名／その他 

技術協力 2009年～2012年 
建設の品質管理強化プロジェクト 

カンボジア国の道路・橋梁の建設・維持管理事業の品質管理の強化 

技術協力 2010年～2012年 
住民移転のための環境社会配慮能力強化プロジェクト 

住民移転にかかる職員の能力向上と、環境社会配慮実施体制の強化 

技術協力 2010年～2012年 
国道橋梁の改善調査プロジェクト 

カンボジア全国の既設橋梁の状況の調査及び橋梁の点検等の技術移転 

 

表 1-3-2 道路セクターにおける我が国の無償資金協力 

実施年度 案件名 
供与限度額
(億円)

案件概要 

1992-1993 ﾁｭﾙｲﾁｮﾝﾊﾞｰ橋復旧計画 29.89 
ﾁｭﾙｲﾁｮﾝﾊﾞｰ橋(709m)の中央 3 径間(265m)の改築及び側径

間の補修 

1993-1994 国道 6A 号線復旧計画 30.12 国道 6A 号線(ﾁｭﾙｲﾁｮﾝﾊﾞｰ橋～ﾁｭﾝﾁｭﾉｯｸ間､44km)の整備 

1996-1999 国道 6号･7 号線修復計画 45.78 

国道 6 号線(ﾁｭﾝﾁｭﾉｯｸ～ｽｸｰﾝ区間)及び 7 号線(ｽｸｰﾝ～ｺﾝﾎﾟ

ﾝﾁｬﾑ区間)(計 73km)の整備､及びきずな橋の西側取り付け

道路(2.2km)の建設 

1996-2000 メコン架橋建設計画 65.07 きずな橋(1,360m)及び取り付け道路(2.2km)の建設 

2000-2001 国道6号線ｼｪﾑﾘｱｯﾌﾟ区間改善計画 13.53 国道 6号線(ﾛﾘｵｽ～ｼｪﾑﾘｱｯﾌﾟ区間､17.5km)の整備 

2000-2001 国道 6A 号線橋梁整備計画 13.59 
国道 6A 号線上の 3 橋(No.24､No.25 及び No.26､総延長

300m)の改築 

2000-2003 国道7号線ｺﾝﾎﾟﾝﾁｬﾑ区間改修計画 20.53 
国道 7 号線(きずな橋～国道 11 号線との交差点区間､

11.5km)の整備 

2005 国道 1 号線改修計画(1/3 期) 7.86 国道 1号線上の No.2 及び No3 橋の改修・完工済 

2006-2009 国道 1 号線改修計画(2/3 期) 47.46 国道 1号線 sta.13.1～終点約 43km の改修・完工済 

2009-2011 国道 1 号線改修計画(3 期) 20.05 国道 1号線 sta.4.0～sta.13.1 約 9km の改修・完工済 

2010-2016 ネアックルン橋梁建設計画 119.40 国道一号線のメコン河渡河地点であるネアックルンの橋

梁の建設・実施中 
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1-4 他ドナーの援助動向 

 

近年に実施された、または実施中の他ドナーの援助による道路整備プロジェクトを表

1-4-1 に示す。 

 

表 1-4-1 他ドナー・機関の援助による道路整備プロジェクト 

実施年 案件名 
金額 

(千 US$)
ドナー国･

機関 
有償･無償
･技協の別

概 要 

1999-2004 
プノンペン～ホーチミン市

間高速道路計画 
25,900 ADB 有償 

国道１号線、ﾈｱｯｸﾙﾝ～ﾍﾞﾄﾅﾑ国境区間 105km の

改修 

主要幹線道路復旧計画 37,100 ADB 有償 
国道５号線、ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ～ｼｿﾌｫﾝ間のうちの未修復

区間 260km の改修 

 15,100 ADB 有償 
国道６号線、ｶﾝﾎﾟﾝﾁﾓｰﾙ～ｶﾝﾎﾟﾝﾄﾑ／ｼｱﾑﾘｱｯﾌﾟ州

境区間 112km の改修 
2000-2003 

 26,300 ADB 有償 
国道７号線、国道 11 号線との交差点～ｸﾗﾁｪ区

間 205km の改修 

道路改修計画 6,500 WB 有償 
国道３号線、ﾋﾞｰﾙﾚﾝ～ﾄﾗﾋﾟｰﾝ ﾛﾎﾟｳﾌﾞ区間

21.5km の改修 

2001-2004 

 16,100 WB 有償 

国道６号線、ｶﾝﾎﾟﾝﾄﾑ／ｼｱﾑﾘｱｯﾌﾟ州境～ﾛﾘｵｽ区

間、ｱﾝｺｰﾙﾜｯﾄへのｱｸｾｽ道路、及びｼｱﾑﾘｱｯﾌﾟ空港

へのｱｸｾｽ道路、計 72.4km の改修 

2003-2004 洪水対策緊急道路改修計画 3,500 WB 有償 
国道３号線、ｶｵﾑｶｳ～ｶﾝﾎﾟｯﾄ間 136km の舗装の

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ及び２箇所のﾊﾟｲﾌﾟｶﾙﾊﾞｰﾄの設置 

2004-2007 カンボジア国道路整備計画 58,200 ADB 有償 

国道６号線、ｼｱﾑﾘｱｯﾌﾟ～ｸﾗﾗﾝ～ｼｿﾌｫﾝ区間

102km、国道５号線、ｼｿﾌｫﾝ～ﾎﾟｲﾍﾟｯﾄ区間

48.5km、および国道 56/68 号線、ｼｿﾌｫﾝ～ｻﾑﾛｱﾝ

～ｸﾗﾗﾝ間 193km の改修 

2008-2013 

道路アセットマネジメント

プロジェクト 

（RAMP） 

40,820

 

WB 

ADB 

AusAID 

有償 

国道１号線、ﾆｱｯｸﾙﾝ～ﾊﾞﾍﾞｯﾄ区間 102km、国道

５号線、ｼｿﾌｫﾝ～ﾎﾟｲﾍﾟｯﾄ区間 48.5km、国道 11

号線 Sta.61 から Sta.151 区間 90km、国道 7 号

線 Sta. 159 から Sta. 254+300 の約 95km、その

他国道 71、72、73 号線他、道路の補修工事 
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

本プロジェクトの実施機関は、公共事業運輸省（MPWT）である。本省の他に 24 の都／州

に公共事業運輸局があり、これらは、行政組織上、都／州政府に属すると同時に、MPWT の

地方事務所としての機能を併せ持っている。 

本プロジェクトの実施部局は次のとおりである。 

 

・実施管理 ：公共事業運輸省（MPWT）国際協力部 

 

・用地取得／住民移転 ：省庁間住民移転委員会（IRC） 

 

・維持管理(日常維持管理) ：都／州公共事業運輸局 

(本プロジェクトの場合は、プノンペン都公共事業運輸部、

カンダール州公共事業運輸局、公共事業部) 

 

・維持管理（補修） ：公共事業運輸省（MPWT）道路インフラ部（RID） 

 

MPWT の組織図を図 2-1-1 に、プノンペン都の組織図を図 2-1-2 に示す。2009 年 3 月現在、

MPWT の職員総数は 1,559 人、都公共事業運輸局の職員は 1,842 人である。 
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図 2-1-1  MPWT の組織図 
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図 2-1-2 プノンペン都庁の組織図 
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2-1-2 財政・予算 

公共事業運輸省(MPWT)の過去 3年間の予算及び支出を表 2-1-1 に示す。 

なお、2006／2007 年に会計科目が変更された。 

 

表 2-1-1 MPWT の予算及び支出 

  （単位：百万ドル） 

項 目 2006 年 2007 年 2008 年 

合計 2.11 41.22 2.32 57.52 2.62 41.58

給与・手当 0.76 0.82 0.98 0.94 1.21 0.90

管理費 0.96 0.93  

経済支援関連費 0.37 14.93 22.15  22.10

 ESCAP 会議費 0.03 0.03  

 道路・橋梁維持管理費 0.24 14.90 22.15  22.10

 国営企業損失補填費 0.10  

社会・文化費 0.01 0.01 0.01  

国際業務費 0.01  

開発費 24.53  

資機材購入費用 0.56 0.53 0.56 0.23

施設整備費 33.30  17.79

外部委託費 0.75 0.59 0.83 0.56

租税公課 0.02 0.01 0.02 

 

公共事業運輸省 企画／総務 総局より 

*1 MPWT が実施するプロジェクトの建設事業費 

*2 現在、この項目は経済財務省が管理しており、MPWT の予算には組み込まれない。 
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2-1-3 技術水準 

「カ」国の道路建設技術、道路維持管理技術は「準備調査報告書（2009 年）」第 2-1-3 節

で整理されている内容に変更のないことを確認した。 

本プロジェクトは、日本業者の施工管理の下、現地技術者・重機オペレータ等を調達して

行われる。さらに、日本のコンサルタントが品質管理等を行う体制であり、第一期、第二期、

第三期の実施において問題なく事業を遂行してきた実績等から、本プロジェクトにおいても

同様な対応が行なわれると思われる。また今回の現地調査で、既に完了した第一期、第二期、

第三期区間の維持補修が定期的に実施されているのを確認した。本プロジェクト実施におい

て技術上の問題はないと考えられる。 

 

2-1-4 既存施設の状況 

国道 1号線のうち、本プロジェクトの対象区間であるプノンペン（モニボン橋）より（ネ

アックルン方向へ）4.0km の現況は次のとおりである。 

 

第二モニボン橋及び起点付近 

第二モニボン橋及びバサック川をはさんだ対岸の陸橋(オーバーパス)建設に伴い本プロ

ジェクトの起点付近に Uターンレーンが建設され、付近の交差点には信号機も設置されてお

り、2009 年の協力準備調査（以下「2009 年準備調査」とする）実施時と比べて交通流が大

きく変わっている（図 2-1-3 参照）。 

 

 

図 2-1-3 陸橋建設による道路状況の変化 

 

また、プノンペン都水道公社 (PPWSA)との協議で、起点から Sta.1+300 区間の道路メコン側

に埋設されている水道管（ダクタイル管 D400、D500）は移設できないことが確認された。

このダクタイル管の位置について、2007 年 8 月に実施した試掘調査結果および PPWSA から

入手した配管出来形図面を確認すると、セメント改良範囲に管が入る可能性があることが判

明した。 

 

ニロート上水道事業並走区間（起点～Sta.3+700 区間） 

プノンペン都水道公社（PPWSA）発注の｢ニロート上水道整備計画｣の着工に伴い、2011 年よ

り本計画区間の道路下にφ1,600mm の水道本管を設置する作業が開始された。設置位置は既

設道路中心から約 5.0m で、設置深さは既道路面より約 1.2m～1.5m の深さである。設置区間

は次の通りである。 
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・メコン川側     Sta.0+000～Sta.1+800 

・カルマタージュ側 Sta.1+800～Sta.3+700 

PPWSA によると、2012 年 2 月に本計画区間の設置作業が完了する予定である。 

 

舗 装 

舗装の基本構造は厚さ 15～30cm の路盤工と瀝青表面処理舗装である。2010 年に対象区間全

線でオーバーレイによる補修が行われたが、道路排水設備が整備されていないことから、路

肩及び舗装端部の損傷が著しく、舗装幅員が不足する箇所もあり、4輪車同士のすれ違い時

には減速しなければならない区間がある。 

 

排水施設 

路面排水施設は全く設置されておらず道路周辺の低湿地に垂れ流し状態である。沿道が平地

の箇所は路肩に雨水が滞水して、交通障害や舗装破損の原因となっている。また近年、計画

区間の開発による盛土が急速に進んでおり刻々と沿線地形が変化している。今回の現地調査

で、2009 年時に計画した流末箇所の殆どが使用できないことが判明した。 

 

2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

プロジェクト・サイトの道路、鉄道、電気、水道、ガス、電話、下水管、灌漑水路の整備状

況は、「準備調査報告書（2009 年）」第 2-2-1 節に整理されている通りで大きな変化はないこ

とを確認した。 

 

2-2-2 自然条件 

(1) 地形及び地質 

国道 1号線プノンペン～ネアックルン区間は、メコン河と国道 1号線の起点で分岐して西側

に流れるバサック川に挟まれた氾濫原における唯一の幹線道路であり、メコン河の右岸堤防

としても機能している。この国道とバサック川に挟まれた広大な氾濫原はコルマタージュ地

域と呼ばれている。本計画対象区間の既存道路で も標高が高いのは、起点であるモニボン

橋東側のマーケット付近の市街地で、標高約 11.2ｍであり、 も低いのは、終点付近で、

標高約 10.6ｍである。サイトの土質は主としてゆるい砂、シルト、粘土であり、高含水比

の細粒土であることから含水調整が難しく転圧が困難である。第三期工事で実施された試験

盛土の結果、路体盛土で使用する分には問題ないが、路床材としては 修正 CBR 値、締固度

ともに不適であると確認されている。 

 

(2) 気象・水文 

雨期は 5月中旬から 10 月の下旬で、毎日定刻に強い雨が降る（スコール）。7月になると雨

期の中休みが 10 日程度ある。降雨量は 2008 年で年間 1,900mm であるが、乾期と雨期の降水

量の差は非常に大きく、乾期ではほとんど雨が降らない（図 2-2-1 月別降雨量参照）。雨季

中は、ほとんど毎日雨が降るとともに、メコン河に多量の水が集中し、背水現象が生じ、河

川水位が上昇し、標高の高い道路部を除きプロジェクト道路の周囲が冠水（水没）する。特
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に 2011 年のメコンの水位は例年と比較して非常に高く、各地で大きな洪水が発生した（図

2-2-2 メコン川水位参照）。今回の現地調査で土取場を確認したが、冠水はしてなかったが

周辺の水位の状況から、掘削するとすぐ水が出ると思われた。 

 

 

図 2-2-1 月別降雨量 

 

 

図 2-2-2 メコン川水位 

 

(3) 環境ベースライン調査 

 

騒音調査 

沿線の自然条件（騒音、振動、大気汚染、水質汚濁）については基本設計調査で実施済みで

あるが、全線 4 車線化への設計の見直しに伴い道路両側の家屋と車道との距離が近くなり、

騒音が増大すると予想されることから、再度騒音調査を実施した。調査地点は、4車線化の
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見直しで道路幅員が基本設計時より広くなる位置（Sta.1+600）に加えて、2 車線と 4 車線

の騒音を比較する為に、2 車線区間で既に施工済みの位置（Sta.4+100）の 2 か所である。

表 2-2-1 に調査結果を示す。 

 

表 2-2-1 騒音レベルの測定結果 

1 等価騒音レベル（LAeq）dB 

上段:BD、下段:今回 

調査 

地点 

道路中心

からの 

距離(m) 

用途地域

12 時間 大 小 

ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ 

環境基準 

商業/ｻｰ

ﾋﾞｽ地区 

日本 

環境基準 

幹線道路

近接空間 

T-1 

Sta.1+600 

15 

20 

商業 

/住宅地 

68.7 

71.1 

69.6 

72.4 

67.7 

69.7 

70 70 

T-2 

Sta.4+100 

30 

20 

商業 

/住宅地 

62.1 

71.4 

63.9 

71.9 

60.2 

70.9 

70 70 

 

T-1 地点と T-2 地点の 12 時間の等価騒音レベルは 70dB 弱であり、ほぼ同じである。また基

本設計時と比較すると、T-2 地点の騒音が約 9dB 増えているが、車との距離が近くなった為

と考えられる。このことから本計画が実施されることにより、騒音は「カ」国の環境基準を

超えるものと予想され、2.2.3.2節(2)に示す騒音モニタリングを実施することが望ましい。 

 

交通量調査 

基本設計時からの交通量の変化を把握するために、2007 年事業化調査時に引続き、交通量

調査を実施した。調査地点は本調査区間の 2地点（Sta.1+500 及び Sta.3+500）で、MPWT の

協力を得て行なわれた。表 2-2-2 に調査結果を示す。 

 

                             
1 等価騒音レベル：騒音レベルの評価方法のひとつで、瞬時にとらえた騒音(dB)の値ｎ個のエネルギーの平均 

（音の大きさの目安） 

40dB：静かな住宅の昼、50dB：静かな事務所、60dB：普通の会話、70dB：騒々しい街頭、 

80dB：地下鉄の車内、90dB：騒々しい工場の中、100dB：電車が通るときのガード下等価 
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表 2-2-2 交通量調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

注）    MC:  Motorbike / Motor Tricycle, Motorbike Trailer, 
LV: Sedan, Wagon / Light Van, Pickup, Jeep / Light Truck, 
HV:  Short & Long Body Bus / Short & Long Body Truck / Semi and Full Trailer Truck, 

 

調査地点における交通量は、2007 年調査と比べて 15%及び 31%の伸び率であった。調査地点

Sta.3+500 では大型車の増加が著しい。また、現地調査時に行なった本調査区間（Sta.0+000

～Sta.4+000）の走行速度調査によると、朝のラッシュ時（8 時前後）では上り線 27km/h、

下り線 20km/h であった。 

 

2-2-3 環境社会配慮 

2-2-3-1 住民移転 

本プロジェクト第一期～第三期工事の施工において、省庁間住民移転委員会（IRC）が中心に

なり、非自発的住民移転に伴う環境社会配慮上の諸施策を実施してきた。これらの実績に基づ

き｢カ｣国政府は第四期計画においても先行的に、環境社会配慮上の諸施策の実施に必要な事前

準備を進めている。第四期計画に向けたこれらの準備状況は以下の通りである。 
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(1) 用地取得・住民移転の規模 

本計画で予想される被影響世帯数は 540 世帯で、そのうち代替地等への物理的な移転を要

する世帯（土地なし被影響住民）は 61 世帯が見込まれている。 

また、起点から Sta.1+900 の区間については、2008 年に｢カ｣国政府は本計画実施に必要な

用地を見込み、それを確保するため道路用地幅（ROW）を従来の片側 15.0m から 20.0m に変

更することを法令によって決定した。従って、新たに幅 5.0m（両側 10.0m）の用地買収が

必要となっている。 

 

(2) 住民移転計画（RAP） 

第一期～第三期工事と比較して、第四期計画の沿線は人口の密集した商業地域であること

や更なる市街地化が急速に進行し、工事の影響を受ける可能性のある（住民）世帯（AH）

数が増加している。これらの社会環境条件の違いに対応するため、第四期計画では新たな

RAP を策定する予定である。 

また、住民移転実施に当たり、用地買収や沿線での商業活動に大きく依存する住民への配

慮や｢カ｣国政府によって行なわれる環境社会配慮の諸施策の透明性や妥当性を検証するた

めの外部モニタリングの実施が予定されている。 

さらに、非自発的住民移転に伴う環境社会配慮上の諸施策についての更なる透明性の確保

と公共の理解を得る為に、｢カ｣国政府は RAP を公開する予定である。 

 

(3) 住民移転地 

本計画に影響を受ける土地なし住民の移転先として 2009 年より No.6 住民移転地の整備が

行われた。ﾆﾛｰﾄﾊﾟｺﾞﾀﾞ（Sta.1+250）より

約1.0kmに位置し周辺は住宅建設などによ

る市街化が進んでおり、移転地には既に公

共水道、電気、トイレが整備されている。

この移転地では 74 世帯（74 区画）の居住

が可能である。現在は 3期工事から 6世帯

が移転し居住している。 

 

 

 

 

(4) 生計回復プログラム 

生計回復プログラムについては、「カ」国側もその必要性を十分認識しており、同プログラ

ムの策定・実施に同意している。ただし、同プログラムの策定と効果的な実施は簡単では

なく、「カ」国側も他プロジェクトにおいて試行錯誤を繰り返しているのが実情である。こ

のため、日本側も同プログラムの策定状況について確認するとともに、実施後の効果につ

いても可能な限り長期に渡りモニタリングを行うことが望ましい。 
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(5) 苦情処理システム 

移転後の住民へのフォローで重要となるのが苦情処理システムである。本プロジェクトに

おいては、既に州知事を委員長とする苦情処理委員会がカンダール州に設置されている。

本計画区間はプノンペン都が管轄であることから、カンダール州の経験を踏まえ、新たに

プノンペン都に苦情処理委員会の設置が必要となるため、設置時期、委員の選定、住民へ

の周知などについての確認が必要である。 

 

(6) 実施スケジュール 

住民移転・補償に関する一連の手続きには 12～13 ヶ月の期間が必要である。住民移転の実

施スケジュールを表 2-2-3 に示す。「カ」国政府は本計画実施に先がけて 2009 年より No.6

住民移転地の整備を行った。また 2011 年 11 月に第一回住民説明会が実施された。「カ」国

政府が実施するこれらの住民移転進展状況についてコンサルタントは実施機関である公共

事業運輸省（MPWT）を通して適切に実施されているか確認を行う。また沿線住民の工事への

理解と協力を得る目的で｢カ｣国側が実施する住民説明会にはコンサルタントは配布資料の

作成などの協力を行なう。 

 

表 2-2-3 住民移転の実施スケジュール 

Nos.of Month  -6 -5 -4 -3 -2 -1 *0 1 2 3 4 5 6

(Cambodian side)              
Socioeconomic Survey & RCS 
(Resettlement Cost Survey) 

             

DMS (Detailed Measurement 
Survey) 

             

Discussion with JICA on RAP 
(Resettlement Action Plan) 
contents  

             

Drafting RAP              
Revised and Final confirmation 
of RAP 

             

Disclosure of RAP              
Public Consultation              
RessetlementResettlement Plan 
implementation 

             

Livelihood Stabilization Program 
implementation  

             

(Japanese side)              
E/N (Exchange of Notes) & G/A 
(Grant Agreement) 

             

Detailed Design & Tendering              
Commencement of Construction              

*0：閣議の予定月を 0とする 

 

2-2-3-2 環境影響評価 

(1) 施工時における環境社会への影響緩和 

本計画区間は人口が密集し一般交通で混雑する市街地に位置する。従って、工事期間中は周

辺住民、一般交通及び工事従事者の安全と環境への影響の軽減などの配慮が必要である。工
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事の施工による環境への負の影響には主に、騒音、振動、土砂流失、塵埃、大気汚染が考え

られる。またそれ以外に周辺住民へ与える影響として工事車両の通行に伴う交通事故が考え

られる。それらの影響の内容、程度と期間を検討し対応策や緩和策を策定し実施する。施工

中は環境影響のモニタリングを行い、必要な場合には更なる対応策を検討する。 

また、昼間の沿線住民の商業活動への影響や交通混雑を考慮した結果、沿道住民への影響を

軽減するため、一部夜間工事とする（3-2-4-2(1)参照）。 

本プロジェクト実施に伴い懸念される環境社会への影響と緩和策を表 2-2-4 に示す。 

 

表 2-2-4 工事施工に伴い懸念される影響と緩和策 

環境項目 環境社会配慮上の影響要因 対応策/緩和策 

振動・騒音 ・稼働中の建設機械、機器及び車両等が発生

する騒音、振動 

・騒音、振動の発生が小さい工法を選定 

・騒音を低減させる防音仕様の機械、機器

を使用 

・適切な作業手順及び作業時間帯の設定 

塵埃 ・ダンプトラック等工事用車両や工事区間を

走行する一般交通車両等で発生する砂埃 

・道路面の定期的散水 

・走行速度制限の設定 

・道路面の定期的な維持管理 

交通渋滞 ・施工区間で片側車線規制等の規制による交

通渋滞の発生 

・交通誘導員の適切配置 

・交通標識、設備の適切配置 

・道路面の定期的な維持管理 

・適切な作業手順及び作業時間帯の設定 

交通事故 ・工事車両による交通事故の発生 ・交通誘導員の適切配置 

・運転手への定期的な教育 

水質汚濁 ・施工中に盛土材、石材、瀝青材、燃料油脂

などが周辺水路に流出による水質汚染 

・適切な作業手順を設定してこれらの材料

の周辺への流出を防止 

廃棄物汚染 ・工事用材料廃棄物の不適切処分による環境

汚染 

・作業手順に準じて、指定場所にて処理し

廃棄 

  

(2) 事業実施後のモニタリング計画の検討 

事業実施後、環境変化や緩和策の効果確認のために公共事業運輸省（MPWT）は表 2-2-5 に示

す環境モニタリング計画（案）を実施することが望ましい。 

 

表 2-2-5 環境モニタリング計画（案） 

項目 内容 期間 

１）自然環境 

騒音調査 

 

事業が実施されたことにより通行車両によ

る騒音が悪化してないか確認する。 

短期 

２）社会環境 

移転地の施設の不備等により移転した住民

の生活環境が悪化してないかを確認する。 

移転実施後 

1 年間 

住民移転 

生計回復プログラム実施の進捗状況とその

効果を確認する。 

移転実施後 

1 年間 
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第3章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

3-1-1 上位目標とプロジェクト目標 

「カ」国政府は四辺形戦略に基づく開発計画として、戦略的国家開発計画（NSDP）2009～

2013 を策定、2010 年 6 月に発表した。NSDP（2009～2013 年）によると、全都市を結ぶ主

要国道の改修・整備を引き続き行うとして、次の 4項目を実施すると明記している。 

 

• プノンペンと地方都市および隣国を結ぶ残りの国道の整備を進める 

• 地方都市と隣国を結ぶ道路の整備を進める 

• 国道 1、4、5、6号線におけるプノンペン周辺部の 4車線化およびリングロードの建設の

為の資金を引き続き検討する 

• 上記道路整備に必要な資金を確保する為の調査を行う 

 

本プロジェクトの上位目標およびプロジェクト目標は次のとおりである。 

上位目標：カンボジア国の社会・経済を発展させる。 

プロジェクト目標：プノンペン～ホーチミン間の人および物の流通の改善を図る。 

 

3-1-2 プロジェクトの概要 

本プロジェクトは、上記目標を達成するため、国道 1号線のプノンペン－ネアックルン区

間、約 56km の道路改修を行うものであり、実施により交通の円滑化、通行所要時間の短縮

および交通量の増加等の効果が期待されている。 

 

本プロジェクトは、「カ」国側が実施する住民移転スケジュールに合わせて、以下の 4 ス

テージに分割して段階実施されている。 

 

第一期（ステージ 1）：No.2 および No.3 橋の建設 

第二期（ステージ 2）：Sta.13+100～Sta.55+980 区間の改修および No.1 橋の建設 

第三期（ステージ 3）：Sta.4+000～Sta.13+100 区間の改修 

第四期（ステージ 4）：Sta.0+000～Sta.4+000 区間の改修 

 

第一期工事は 2005 年 11 月に開始し 2007 年 1 月に完了し、第二期工事は 2006 年 11 月に

開始し 2009 年 2 月に完了し、第三期工事は 2009 年 7 月に開始し 2011 年 6 月に完了した。 
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3-2 協力対象事業の概略設計 

3-2-1 設計方針 

3-2-1-1 協力対象範囲 

本プロジェクトは、「カ」国の国道１号線の第四期区間（Sta.0+000～Sta.4+000）を改修す

るものである。我が国の主な協力範囲は過去に実施された他の区間と同様に道路本体の改修

に限る。 

 

我が国の協力範囲 

既設道路の拡幅 

舗装の改修 

路面排水施設の整備 

歩道、2輪車レーンの設置 

交通安全施設（標識、区画線等）の設置 

バス停の設置 

中央分離帯およびその植生工（Sta.0+000～Sta.1+900 区間のみ） 

盛土法面の植生工 

 

3-2-1-2 設計の基本方針 

(1) 道路幅員構成 

「カ」国側は、本計画区間全線を 4 車線化することを要望している。戦略的国家開発計画

（2009～2013 年）においても国道 1、4、5、6号線におけるプノンペン周辺部の 4車線化の

推進が明記されていることから、上位計画と整合した整備方針であると判断される。 

また、2004、2007、2011 年の交通量調査の結果から将来交通量を予測した（表 3-2-1 参

照）。乗用車換算係数は、基本設計時に交通計画の専門家が国道一号線の交通状況を解析し

て定めた値：バイク=0.25、普通車=1.25、大型車=3.75 を使用した。 

 

表 3-2-1 本計画の将来交通需要予測値 

 (単位：PCU2/12hr) 

Station Traffic Volume Survey Result
4-wheel Vehicle+2-wheel Vehicle

 Future Traffic Demand
4-wheel Vehicle+2-wheel Vehicle

B/D Report
4-wheel Vehicle

Mar, 2004 July, 2007 Sep, 2011 2016 2022 2016

1km+500 14,100        18,200        21,000        27,900                38,200                19,690                 

3km+500 12,400        14,100        18,500        23,900                33,000                17,624                  

 

また道路のサービス水準（Highway Capacity Mannual を参考に弊社が独自に設定）を元

に車線数を検討する。基本設計では、2 輪車はバイクレーンを走行するものと考え、4 輪車

のみの将来交通需要予測値から車線数を検討している。しかし今回バイクレーンの幅を 2.5

ｍから 2.0ｍに狭めたこともあり、本計画では 2輪車は車道も走行するものとして交通量に

                             
2  Passenger Car Unit 
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含めて検討した。道路サービス水準の基準値となる交通容量は、バイクレーンも考慮して 2

車線道路で 24,000PCU/hr、4 車線道路で 48,000PCU/hr と弊社が設定した。図 3-2-1 に、将

来交通量および全区間 4車線化した場合のサービス水準3をグラフで示す。 

 

 

図 3-2-1 ４車線化の検討 

 

図 3-2-1 にある通り 2011 年時点で Sta.1+500、Sta.3+500 両地点ともに約 18 千～21 千 PCU

であることから、車線数を 2 とした場合のサービス水準は D ないし E レベルとなり、2022

年には4車線化してもサービス水準は都市部の 低基準であるDレベルを超えるものと予想

される。これに加えて現在建設中のニアックルン橋及び新プノンペン港（Sta.25+000）が完

成すれば、上記の将来交通需要予測値はさらに増えると考えられることから、環状道路など

の迂回路機能を持つ道路網の整備が急務である。 

また、「カ」国の運転マナーは劣悪であり，反対車線の走行， 車線のはみ出しが多く見

受けられ、渋滞や交通事故発生の一因となっている。本計画において当該区間を 4車線化す

ることで交通流の整流化が図られ、加えて対面通行による交通事故の減少が期待される。 

以上を踏まえ、本計画では当初計画の起点から Sta.1＋900 区間に加え、本計画区間終点

の Sta.4＋000 まで全線を 4 車線化するとともに 2 輪車レーンも当初計画どおり設置する道

路幅員構成とし、同区間の円滑かつ安全な通行に資する計画とする。 

 

(2) 最新のサイト条件の反映 

基本設計に反映させる主なサイト条件の変化とそれへの対応は次のとおりである。 
                             
3 HCM では道路施設ごとにその交通特性を考慮して、A～Fの 6段階で評価している。 

A レベル：車両は完全に自由に走行 B レベル：車両は自由に走行 C レベル：安定した交通運用状態 

D レベル：不安定状態の始まり E レベル：容量一杯状態での運用 限界値：身動き取れない交通流 

事業実施前 道路４車線化 
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・新モニボン橋の完成、開通に伴う周辺道路状況を考慮した道路設計の再検討 
・移設が出来ない既設水道管を考慮した排水設計の再検討 
・盛土等の沿道地形の変化に対応する新たな流末位置の再検討 

 

(3) 必要交通安全施設および道路付帯施設の設置 

交通安全施設： 

区画線、キャッツアイ（車道中央線反射鋲）、横断歩道、停止線、交通標識（速度規制、一

旦停止、指定方向外進行禁止、進入禁止、バス停、交差点あり、横断歩道あり、先幅員減少

／増加、等） 

 

(4) Chba Ampov 市場（Sta.0+100～Sta.0+300）周辺の交通処理 

第二モニボン橋及びバサック川をはさんだ対岸の陸橋(オーバーパス)建設に伴い本プロ

ジェクトの起点付近に Uターンレーンが建設され、付近の交差点には信号機も設置されてお

り、2009 年の協力準備調査（以下「2009 年準備調査」とする）実施時と大きく変わってい

る。2009 年準備調査ではこの区間の信号機設置を含む交差点の改善も計画していたが、U

ターンレーンが出来たことで対岸の陸橋(オーバーパス)箇所の交差点も含めて設計する必

要があることから、本計画ではこれらの施設については現況のままとする方針とした。 

 

(5) 地下埋設物との関係 

起点から Sta.1+300 区間の既設ダクタイル水道管の移設が出来ないことから、本計画の道

路横断排水管およびメコン側の流末処理部排水管の位置を見直した。既設ダクタイル水道管

の深さは１ｍ程度であることから、道路排水横断管は既設水道管の下側を通すこととした。

その結果、排水流末部の排水管の掘削深さは 2～3ｍになることから土留工を計画する方針

とした。 

 

(6) ニロート上水道整備計画との関係 

本計画の排水計画では｢ニロート上水道整備計画｣の水道管（φ1,600mm）と本計画の排水管

（φ600mm）がモニボン橋南側の区間では並列して設置される。しかしその一部区間の施工

箇所が狭隘のため、それぞれの単独施工が困難であることが判明している。本現地調査にお

いてプノンペン都水道公社（PPWSA）の図面を詳細に検証し、互いに協議した結果、一部区

間（約 40m）は、先に水道管を設置する PPWSA が本計画の排水管設置も同時に行なうことが

も妥当であるとの結論を得て、排水管の設置工事を PPWSA の工事範囲に組み入れることと

なった（図 3-2-2 参照）。PPWSA が本プロジェクトの排水管工事を実施するに当たって、コ

ンサルタントは「カ」国側関係機関と連携しながら排水管の埋戻し前に検査を実施する必要

がある。 
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図 3-2-2  PPWSA の施工範囲 

 

3-2-2 基本計画 

3-2-2-1 設計条件の見直し 

(1) 設計基準 

基本設計において、次の基準が適用されており、これを踏襲する。 

AASHTO ; Highway Capacity Manual 

AASHTO ; Guide for Design of Pavement Structure, 1993 

国際連合; Economic and Social Commission for Asia and the Pacific; 

Asian Highway(AH); Classification and Design Standards 

カンボジア国; Ministry of Public Works and Transport ; 

Road Design Standard (Part1,2 and 3)（日本の道路構造令とほぼ同一） 

 

(2) 設計速度 

交通状況、道路状況、沿道状況等に対応して、第四期区間の設計速度は次のとおりとする。 

Sta.0+000 – Sta. 2+000: 40 km/hr 
Sta.2+000 – Sta. 4+000: 60 km/hr 

 

(3) 幾何構造基準 

設計速度の変更に伴う道路線形の見直しはないが、片勾配や幅員のすりつけ長が変更となる。 
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表 3-2-2 幾何構造設計基準 

設計速度 80km/hr 60km/hr 40km/hr 

小平面曲線半径 280m 150m 60m 

大縦断勾配 4% 5% 7% 

緩和曲線を省略する 小曲線半径 900m 500m 250m 

小緩和区間長 70m 50m 35m 

標準車線幅員すりつけ率 1/40 1/30 1/20 

 

3-2-2-2 道路構造の見直し 

(1) 道路標準横断図 

添付の基本設計図面（資料-10）の標準横断図に、道路幅員構成、舗装構造を示す。さら

に 20m毎の道路横断図を示す。2009年準備調査設計時から変更した点は次のとおりである。 

なお、一連の見直しにおいては、基本設計時に設定された暫定道路幅（PRW）を超えない

よう（新たな用地確保が発生しないよう）に配慮している。 

 

Sta.0+000～Sta.0+100 

対岸の陸橋(オーバーパス)建設に伴い Uターンレーンが建設され、アスファルト舗装され

ているが、曲線半径が小さい（R=16m）為に既に損傷している。急カーブにおいては、車

輌は遠心力を受け、片勾配と路面とタイヤ間の摩擦によってこれに対抗していることから、

より摩擦に耐久性の高いコンクリート舗装に打ち替える計画とした。 

 

Sta.0+250～Sta.0+380 

起点から Sta.0+380 までの区間は路面状態が悪くないこと、交通を通しながらの路床掘

削・盛土工事は通行規制が困難であること、また周辺の既設水道管の一部は移設できない

ことを考慮して、Sta.0+100～Sta.0+250 区間と同様に路盤及び舗装のみ打ち替える計画

とした。 

 

Sta.0+380～Sta.1+900 

幅員構成は 2009 年準備調査設計と同じで幅 4.5ｍ中央分離帯を設置することで左折レー

ンや U ターン車の待機レーンを設ける計画とするが、「ニロート上水道整備計画」で計画

されている埋設管の付属構造物の位置を考慮して Sta.1+900 まで（100ｍ）断面を延長す

る。路肩は、2009 年準備調査設計では植生工を計画していたが、歩行により裸地化が予

想される事から砕石舗装を計画した。 

 

すりつけ区間 

標準断面移行区間のすりつけ長の考え方について以下に示す。 

Sta.1+900～Sta.1+980(本線シフト) 

設計速度が 40km/hr と 60km/hr の変化部であることから、安全を考慮して 60km/hr の規

格ですりつけ長を算出する。車道幅員の変化幅=2.25m 
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(60km/hr×2.25m)/2=67.5m → 80m(Sta.1+900～1+980) 

 
図 3-2-3 本線シフト 

Sta.3+850～Sta.4+000(車線の増減) 

すりつけ率=1/40(60km/hr、地方部)、車道幅員の変化幅=3.75m 

3.75/(1/40)=150m(Sta.3+850～4+000) 

 
図 3-2-4 車線の増減 

 

(2) 道路構造物計画 

歩車道（2輪車レーン）分離帯（ディバイダ） 

Sta.1+900～Sta.4+000 区間は、2009 年準備調査設計時と同様に 2 輪車レーンと歩道の境界

に歩車道分離帯(ディバイダ)を設置する計画とした。ただし歩車道分離帯(ディバイダ)に塵

埃が多量に溜まることから、長さを 5ｍから 1.5ｍに変更した。突起上面には白色の路面表

示をする。 

 

(3) 路面排水計画 

2009 年準備調査設計時から変更した点は次のとおりである。 

排水系統 

路面排水の排水系統を基本設計図の平面図、縦断図および以下の模式図に示す。排水流末は

計画区間の開発による盛土が急速に進んでおり、2009 年時に計画した流末箇所の殆どが使

用できないことが現地調査で判明した。現地調査で確認した流末は 7箇所であり、その流末

に合わせて排水計画を再構築した。 

 

縦断勾配 

2009 年準備調査の設計で設定した道路縦断勾配は、設計区間内の現況道路がほぼ平坦であ

ることから 0.2%未満の緩い勾配を多用している。また、レベルの区間（高さが一定の区間）

が 1km 以上に渡っており、路面上に土砂が堆積する可能性が高く、路線全体に路面排水に難

がある。したがって、今回の設計では土砂の堆積やスムーズな路面排水に配慮し、道路縦断

勾配は緩い勾配を計画して、レベル区間は設けないこととした。 
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排水施設 

排水施設は、2009 年準備調査の設計と同様に、Sta.0+100～1+900 の歩道マウントアップ区

間はパイプとし、Sta.1+900～4+000 の歩道フラット区間は側溝とした。なお、Sta.1+900 以

降については、側溝から流末への高低差の関係から、局所的にパイプを併用している。 

 

排水施設勾配と流速 

排水施設勾配は、前述のスムーズな路面排水に配慮してパイプ、側溝とも 緩勾配=0.20％

を確保することとした。また、流速は土砂の堆積や排水施設表面の磨耗等を考慮して 0.5～

3.0m/s 程度の範囲を目安とした。 

 

 

 
図 3-2-5 道路排水系統模式図 

 

(4) 交通安全施設、付帯施設計画 

街路灯、信号機 

プノンペン都内の道路は「カ」国政府で順次整備を進めていることから、本計画では設置し

ない方針とした。 

 

路面表示 

車道中央線、車線境界線、車両・バイク区画線、横断歩道、車両停止線、進行方向矢印、等

を路面表示する。2009 年準備調査設計時に計画していた遮熱塗料は「カ」国でのメンテナ

ンスが難しいことから本計画から除外した。 

 

反射鋲（キャッツアイ） 

反射鋲（キャッツアイ）は 2009 年準備調査設計時と変更はなし。なお、ハンプ（ランブル

ストリップ）は本計画から除外した。 
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交通標識 

第三期で MPWT から指示のあった「交差点あり」の看板の数を増やした。具体的な設置箇所

及び看板の数は添付の基本設計図（資料 10）に示す。 

 

3-2-3 概略設計図 

本プロジェクトの協力事業の内容は表 3-2-3 に示すとおりである。 

本調査の基本設計図は資料 10 に示す。 
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表 3-2-3 本プロジェクトの協力事業の内容 

全体

（第一期目+第二期目+

第三期目+第四期目）

第四期対象区間

全線55.98km

(Sta.0+000～55+980)

全線4.00km

(Sta.0+000～4+000)

・4車線区間 4.00km、

・2車線区間51.98km

・4車線区間4.00km、

路面嵩上げ
路面高は2000年洪水時水位を平均で30cm程度上回っているにすぎな

い｡2000年洪水時では3ヶ所1,100m区間で越流が生じた｡

始点及び終点付近を除きほぼ全

線

計画洪水位＋50cm以上の余裕

高

舗　　装
車道部6.5m幅のみ舗装されているが､洪水毎に舗装の破損･劣化が発

生している｡

全線:55.98km（4輪車道部､2輪

車道部､歩道部及び路肩部）

全線:4.0km（4輪車道部､2輪

車道部､歩道部及び路肩部）

普通ﾏｰｹｯﾄｴﾘｱ
道路に沿ってﾏｰｹｯﾄがあり､駐車帯がないことから､積荷の揚げ降ろし

時には交通渋滞を生じている｡
3ヶ所 －

ﾊﾞｽ停／非常時避

難所ｽﾍﾟｰｽ

バス利用者の為のバス停､洪水時における家畜のための非常時避難ｽ

ﾍﾟｰｽは現在なく､交通渋滞と農民の生活不安の原因となっている｡
25ヶ所 6ヶ所

3橋、総延長240.6ｍ

（68.8＋103.0＋68.8m）

・2橋架替、1橋新設

8ヶ所

・ﾊﾟｲﾌﾟｶﾙﾊﾞｰﾄ:2ヶ所(改築)

・ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ:6ヶ所

　　(改築:2ヶ所､新設4ヶ所)

(総延長:ﾊﾟｲﾌﾟｶﾙﾊﾞｰﾄ約50.1m､

ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ91.8m)

側　溝：延長 7,051m 側　溝：延長　4,521m

排水管：延長 7,199m 排水管：延長 5,742m

護 岸 工 呑口及び吐口の周りでは流入により法面の浸食･崩壊が生じている｡
橋梁部：3ヶ所､

ｶﾙﾊﾞｰﾄ部：8ヶ所
－

護 床 工
開口部を通じて氾濫原へ流出する洪水は流速が早いことから河床に

洗掘が生じている｡

橋梁部：3ヶ所､

ｶﾙﾊﾞｰﾄ部：8ヶ所
－

グリーン

ベルト

練石張り
洪水毎にﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ及びﾊﾟｲﾌﾟｶﾙﾊﾞｰﾄ周りの法面が一部崩壊してい

る｡
ﾒｺﾝ河側：延長1,060m －

(1)良質土による

置換

現地盤面は軟弱な粘性土で覆われている｡道路拡幅による盛土により

圧密沈下が予想される｡

ﾒｺﾝ河側：15.08km､

ｺﾙﾏﾀｰｼﾞｭ側：44.28km
－

(2)砂による置換
現地盤面は軟弱な粘性土で覆われている｡常時水面下の箇所では盛土

材として砂置換を行う｡

ﾒｺﾝ河側：4.17km､

ｺﾙﾏﾀｰｼﾞｭ側：3.46km

ﾒｺﾝ河側：1.17km､

ｺﾙﾏﾀｰｼﾞｭ側：1.26km

(1)トラックス

ケール
過積載車による道路の損傷を少なくする為に設置する

ﾒｺﾝ河側：1箇所､

ｺﾙﾏﾀｰｼﾞｭ側：1箇所
－

(2)法面かごマッ

ト工

近年起点側1.9kmの道路用地幅の確定により基本設計の擁壁構造が法

面構造に変更となった。それに伴い、用地幅不足箇所にかごマット

を施工する。

8,143m 8,143m

路面標示：中央線､車線､側線､

横断歩道35ヶ所

路面標示：中央線､車線､側

線､横断歩道9ヶ所

交通標識：288ヶ所 交通標識：110ヶ所

(4)中央分離帯 現在､中央分離帯はない｡自動車の安全走行の為に設置する｡ 区間長：1,663m 1,663m

(5)縁　石 自動車の安全走行の為に設置する｡ 全延長：15,283m 5,693m

主 要 工 事 内 容 ･ 規 模

項　目 概　要

1.道路改修

拡　　幅
車道幅は平均6.5mであり､4輪車と2輪車の混合交通となっており､交

通容量の不足と交通事故発生の根源となっている｡

(6)ｶﾞｰﾄﾞﾚｰﾙ －

9.付帯施設

(3)路面標示及び

交通標識

(7)ｶﾞｲﾄﾞﾎﾟｽﾄ
現在､ｶﾞｲﾄﾞﾎﾟｽﾄはない｡曲線部､ｶﾙﾊﾞｰﾄｱﾌﾟﾛｰﾁ部及び高さ5m以上の盛

土部に設置する｡
－

学校：31ヶ所

病院：9ヶ所

全延長2,800m

ﾒｺﾝ河側：180m、

ｺﾙﾏﾀｰｼﾞｭ側：268m、合計：448m

1,016本

現在､路面の標示及び交通標識はない｡自動車の安全走行と利便性向

上､歩行者の安全性､利便性向上の為に設置する｡

現在､ｶﾞｰﾄﾞﾚｰﾙはない｡橋梁ｱﾌﾟﾛｰﾁ部､橋梁及びｶﾙﾊﾞｰﾄ部に設置する｡

－

8.盛土軟弱地

盤対策工

4.カルバート

現在ﾊﾟｲﾌﾟｶﾙﾊﾞｰﾄ及びﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄが2ヶ所ずつ合計4ヶ所あるが､土砂

で埋没又は取付水路の不具合から機能していない｡開口部の断面積が

不足していることから､洪水時にﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ付近の水位の上昇が生じて

いると同時に､ｺﾙﾏﾀｰｼﾞｭ側への肥沃な氾濫水の流入を妨げている｡

5.道路排水施設
雨水の道路排水施設がないことから､降雨時交通渋滞と交通事故発生

の原因となっている｡

7.法面浸食対

策工

6.開口部護

岸･護床工

学校：2ヶ所

病院：0ヶ所

3.橋　梁（PCI桁橋）
2橋梁は仮設のﾍﾞｲﾘｰ橋であり､幅員は約3.5m､1車線であり、交通渋滞

が生じている｡又､荷重制限は15tonsとしている｡

学校／病院地域

洪水時道路法面の水衝部､道路の屈曲部､橋梁部及び波浪による道路

法面への影響部等では法面の浸食が生じている｡
－

－

2.沿道サービ

ス施設におけ

る路肩の拡幅

路肩又は歩道を利用している下校時には､生徒が車道に広がり交通渋

滞が生じている｡

 
 

3-2-4 施工計画 

3-2-4-1 施工方針 

本計画が実施される場合の基本事項は基本設計時と同様、次の通りである。 

 

• 本計画は、日本政府と「カ」国政府間で本計画に係る無償資金協力の交換公文が締結さ

れた後、日本政府の無償資金協力の制度に従って実施される。 
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• 本計画の実施機関は「カ」国公共事業運輸省（MPWT）である。 

• 本計画の詳細設計、入札関連業務および施工監理業務に係るコンサルタント業務は、日

本のコンサルタントが「カ」国政府とのコンサルタント契約に基づき実施する。 

• 本計画の道路改修工事は、入札参加資格審査合格者による入札の結果選定された日本の

建設業者により、「カ」国政府との工事契約に基づき実施される。 

 

本計画の施工にあたっての基本方針は次の通りである 

• 施工方法は基本的に本プロジェクトのこれまでの調査にて提案された方法を踏襲する 

• 既設の埋設管布設箇所は、埋設管の位置を確認するため掘削作業前に試掘を行う 

• 盛土工事、セメント改良工事は出来るだけ乾季である 11 月から 5 月にかけて施工する

計画とする。また施工に時間がかかる流末排水処理工、既設ダクタイル布設箇所（起点

から Sta.1+300）の着工を早期に行う計画とする 

• 工事中の通行車輛への影響が少なくなるよう、交通規制・道路占用（施工作業場）・夜

間施工を計画する 

• 上層路盤の仕上がりが舗装の平坦性に直結することから、上層路盤施工後すぐにアス

ファルト基層を施工する工程計画とする。 

• 表層アスファルト工は施工継ぎ目を極力なくし乗り心地を良くする目的で、 後にまと

めて出来るだけ長い距離を施工するものとする。 

• 建設機械、建設資材は、可能な限り現地調達とする。ただし路床のセメント改良に必要

なセメント混合プラントは日本からの調達とする。 

 

3-2-4-2 施工上の留意事項 

(1) 一般交通および地域住民への配慮 

本区間は首都圏の市街地内であるため、施工計画策定に当り、工事中の周辺住民、歩行者

及び一般車輌の安全を優先させる計画とする。主な計画内容は下記のとおりである。 

 

1) 道路占有計画 

一般車両通行の円滑な運行並びに沿道住民への振動・騒音・粉塵の発生を極力抑える等、環

境保全を計る道路占用計画を以下の 3つの区間に分けて示す。 

• Sta.0+000-Sta.0+400 起点部 

この区間は Chba Ampov 市場に隣接し、朝夕は慢性的な渋滞状況であり、適切な迂回路

もないことから、一般車輌への影響を考慮して、道路部の工事は夜間作業を主体とした

計画とする。夜間における道路部の作業範囲は、上層路盤施工後は一般車両が出入りす

ると舗装の平坦性が悪くなることから、明朝には一般車両は基層上を通行できるよう計

画する。 

• Sta.0+400-Sta.1+900 4 車線区間（中央分離帯あり） 

2009 年準備調査では当区間（起点～Sta.1+800 区間）の道路本体工事はすべて夜間工事

とする計画としている。しかし現地調査にて工事中の交通状況にそれ程支障がないこと

が確認されたことから昼間施工に変更する。道路切り回し計画は現道の舗装部を極力生

かして、一般通行車両は常に 低でも路盤上を運行でき、近隣住民への塵埃・騒音を
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小とする計画とする。 

• Sta.1+800-Sta.4+000 4 車線区間（中央分離帯なし） 

この区間は上記区間に比べ交通量も少ないことから昼間施工とする。また工事中におけ

る一般車輌の交通路の確保にあたって、その車線の幅は 1車線 3m×2 車線以上を提供す

る。また一般車両の通行が安全・容易になるよう道路切り替えは下層路盤工事完了後と

し、両サイドの下層路盤が完了したら、上層路盤の不陸を極力少なくする為に上層路盤

上は一般車を通さない計画として、基層まで施工した後に 後の道路切り替えを行うも

のとする。占用長さは 300～600m 程度とし、前後には交通誘導員を配置する。 

 

2) 交通安全対策 

• 交通安全対策を計画、実施するため日本人安全管理者を配置する。 

• 定期的にダンプ運転手、重機オペレータ、安全監視員対象に安全教育を実施する。 

• 夜間作業時において、朝には一般車輌に開放できるような施工区間(画)を設定し、工事

箇所には交通誘導員を配置するとともに、電光掲示板、誘導標式、保安柵、LED チュー

ブ等を設置して交通事故等の防止策を講ずる。 

• 昼間作業時においては、長期間の道路占有工事となるため、工事箇所 200m 手前から誘

導標識を設置、施工範囲（区画）が一般交通と近接する危険箇所には交通整理員を配置

する。 

• 施工区間内の速度制限は、作業期間を通じ、30km/hr 以下とし、通行車両の注意を喚起

するのに十分な数の速度制限標識を設置する。 

• 資機材搬入等で工事車両が出入りする箇所（区画）には、交通整理員を配置し、通行車

両と工事車両の誘導、整理を行い安全確保に努める。 

• 工事関係車両の運転手には交通法規を遵守させ、工事範囲内の人家密集区域、通学路で

は、徐行運転を行うよう安全会議を通じて教育する。 

 

(2) 工事中の環境への配慮 

• 道路建設時は散水等により塵埃が発生しないよう努める。 

• 工事中に発生する廃棄物（特に使用済みのオイル等）は、法律及び環境省が定めるガイ

ドラインに従って処理を行う。 

• ｢カ｣国には振動の基準はないが、周辺の建設物は古く、無秩序に増築されている建設物

も多く、わずかな振動でも建物に被害を及ぼす可能性がある。建設中に苦情が多く出る

可能性があり、着工前の住民説明会を行う。また重機、工法選定も低振動の方法を選定

する。 

 

3-2-4-3 施工区分 

日本と｢カ｣国の両国政府が分担すべき事項は、表 3-2-4 のとおりである。 
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表 3-2-4 両国政府の負担区分 

負 担 区 分 
項   目 内   容 

日本国 ｢カ｣国
備   考 

資機材の調達・搬入 ○   

資機材の通関手続  ○  資機材調達 

内陸輸送路の整備  ○  

工事に必要な用地 

の確保 
○  

現場事務所、資機材置場、 
作業場等 

住民移転措置  ○  
準備工 

上記以外の準備工 ○   

地上障害物の移設  ○ 電柱・電線・看板・道路標識 
工事障害物の 
移設・撤去 地下埋設物の移設  ○ 

水道管、光ケーブル、地下ケー
ブル等 

本工事  ○   

 

3-2-4-4 施工監理計画 

日本のコンサルタントが｢カ｣国政府とのコンサルタント業務契約に基づき、詳細設計業務、

入札関連業務および施工監理業務の実施にあたる。 

 

(1) 詳細設計業務 

コンサルタントが実施する詳細設計業務の主要内容は次のとおりである。 

「カ」国実施機関との着手協議、現地調査 

詳細設計､図面作成 

資材調達計画､事業費積算 

 

詳細設計業務の所要期間は、以下のとおりである。 

1.5 ヶ月 

 

(2) 入札関連業務 

入札公示から工事契約までの期間に行う業務の主要項目は次のとおりである。 

入札図書の作成 

（上記詳細設計期間と並行して作成） 

入札公示 

入札業者の事前資格審査 

入札実施 

入札書の評価 

契約促進業務 

入札関連業務の所要期間は、4.0 ヶ月である。

 

(3) 施工監理業務 

コンサルタントは、施工業者が工事契約および施工計画に基づき実施する工事の施工監理を

行う。その主要項目は次のとおりである。 
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測量関係の照査・承認 

施工計画の照査・承認 

品質管理 

工程管理 

出来形管理 

安全管理 

出来高検査および引き渡し業務 

施工監理業務の所要期間は、17.0 ヶ月である。 

 

3-2-4-5 品質管理計画 

 

コンクリート工の品質管理計画を表 3-2-5、土工、舗装工の品質管計画を表 3-2-6 に示す。 

表 3-2-5 コンクリート工の品質管理計画 

項 目 試 験 項 目 
試験方法 
（仕様書） 

試 験 頻 度 

セメント セメントの物性試験 JIS R 5201～3 
工事開始前に 1回及び材料が変わった時点 
 

コンクリート用細骨材の
物性試験 

JIS A 1103、1109
他 

工事開始前に 1回及び材料が変わった時点 
細骨材 

ふるい分け試験 JIS A 1102 
工事開始前に 1回及び材料が変わった時点 
 

コンクリート用粗骨材の
物性試験 

JIS A 1110, 1121
他 

試験練り前に 1 回及び供給場所が変わった
時点 

粗骨材 

ふるい分け試験 JIS A 1102 
工事開始前に 1回及び材料が変わった時点 
 

水 水質基準試験 
JSCE-B101 他 
 

工事開始前、供給場所が変わった時点 

スランプ試験 JIS A 1101 
各種コンクリート 50m3ごと 
 

細骨材の表面水量試験 JIS A 1111 
1 回／日 
 

コンクリート 

圧縮強度試験 JIS A 1108 
各種コンクリート 50m3毎に 6 本の供試体（7
日強度－3本、28 日強度－3 本） 

 

表 3-2-6 土工および舗装工の品質管理計画 

項 目 試 験 項 目 
試験方法 
（仕様書） 

試 験 頻 度 

盛土工 
密度試験（締固め） 
 

JIS A 1214 路体 5,000m3 毎、路床 500m3 毎 

材料試験 
（ふるい分け試験） 

JIS A 1102 
使用前に 1 回及び供給場所が変
わった時点 

材料試験（CBR 試験） 舗装試験法便覧 2-3-1 
使用前に 1 回及び供給場所が変
わった時点 

路盤工 

現場密度試験（締固め） 
 

舗装試験法便覧 2-5-3 1,000m2 毎 

アスファルト合材の温度 
出荷温度、敷均しおよび転
圧温度測定 

トラック毎 
アスファルト舗
装工 

骨材のすり減り抵抗試験 舗装試験法便覧 
1,500m2 毎及び供給場所が変わっ
た時点 
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3-2-4-6 資機材等調達計画 

(1) 建設資材調達計画 

現地調査結果に基づく、主要建設資材の調達区分・調達先を表 3-2-7 に示す。主要資材は

すべて現地調達が可能である。 

表 3-2-7 主要建設資材の調達区分・調達先 

調 達 区 分  
項   目 現 地 日本国 第三国

 
調 達 先 等 

 
構造物用資材 
割石（ふとんかご） 
上層路盤材 
下層路盤材 
川砂 
路体用盛土材 
路床用盛土材 
セメント 
アスファルト合材 
異形鉄筋 
丸鋼 
軽油 
ガソリン 
ﾌﾟﾗｲﾑｺｰﾄ、ﾀｯｸｺｰﾄ 
ｼﾞｵﾃｷｽﾀｲﾙｼｰﾄ 
生コンクリート 
縁石ブロック 
鋳鉄製マンホール 
グレーチング 
ふとんかご 
コンクリート管 
 
仮設用資材 
型枠用木材 
型枠用合板 
電気溶接棒 
燃料、油脂類 
酸素、アセチレンガス 
ガス切断機 

 
 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
 
 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
現場から22.5km地点  
現場から22.5km地点  
現場から22.5km地点  
Sta.4km地点  
現道掘削土、現場から1km地点  
現場から25km地点  
現地購入（タイ輸入品）  
現地購入（タイ輸入品）  
現地購入（タイ輸入品）  
プノンペン 
プノンペン 
プノンペン 
プノンペン 
プノンペン 
プノンペン 
プノンペン 
現地購入（タイ輸入品）  
現地購入（タイ輸入品）  
プノンペン 
プノンペン 
 
 
プノンペン 
プノンペン 
プノンペン 
プノンペン 
プノンペン 
プノンペン 

 

(2) 建設機械調達計画 

工事用機械のほとんどは現地コントラクターが所有しており、リースも可能である。また

建設機械のリース会社もあるが、価格はコントラクターに比べ高い。 

本事業に使用する重機については、現地で十分調達可能と判断するが、路床のセメント改

良に必要なセメント混合プラントは日本からの調達とする。主要工事用建設機械の調達区

分を表 3-2-8 に示す。 
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表 3-2-8 主要建設機械の調達区分 

 

3-2-4-7 実施工程 

実施設計、施工の実施工程を表 3-2-9 に示す。 

 

表 3-2-9 実施工程表 

調 達 区 分 
機     種 規 格 

賃借 
/購入 現 地 第三国 日本国 

輸送ルート 

バックホウ 0.28m3 賃借 ○    

バックホウ 0.5m3 賃借 ○    

バックホウ 0.8m3 賃借 ○    

ブルドーザ 3ｔ 賃借 ○    

ブルドーザ 15ｔ 賃借 ○    

ブルドーザ 21ｔ 賃借 ○    

モーターグレーダ 3.1ｍ 賃借 ○    

ロードローラ 10～12ｔ 賃借 ○    

タイヤローラ 8-20t 賃借 ○    

振動ローラ 0.8～1.1ｔ 賃借 ○    

振動ローラ 3～4ｔ 賃借 ○    

振動ローラ 15～18ｔ 賃借 ○    

発電機 100kva 賃借 ○    

散 水 車 6m3 賃借 ○    

ダンプトラック 10ｔ 賃借 ○    

ｱｽﾌｧﾙﾄ ﾌｨﾆｯｼｬ  賃借 ○    

ｱｽﾌｧﾙﾄ ﾃﾞｨｽﾄﾘﾋﾞｭｰﾀ  賃借 ○    

トラック 2t､4t 賃借 ○    

セメント混合プラント 200t/h 賃借   ○ 横浜～ｼｱﾇｸﾋﾞﾙ～現場 

トラッククレーン 20t 賃借 ○    

ｸﾚｰﾝ付ﾄﾗｯｸ  2.9t吊4t 賃借 ○    

トレーラ 20～40t 賃借 ○    

現地調査

詳細設計

入札図書作成

入札図書承認

入札公示

図渡し・内容説明

入札

入札評価

業者契約・承認
　

道路土工

法面工  

舗装工

雨水排水工

道路土工

法面工

舗装工

雨水排水工

道路付属施設工

仮設工

片付・竣工検査・引き渡し

実
施
設
計

入札関連
業務

工
事
工
程

　　　準備工

S
T
A0
k
m-
1
+
90
0

ST
A
1
+9
0
0-
4
k
m

12 13 14 15 16 176 7 8 9 10 11項目 1 2 3 4 5
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3-3 相手国分担事業の概要 

 

本計画が実施される場合の「カ」国政府の分担事業は以下のとおりである。 

 

・ カンボジア電力公社管轄：電柱（約 260 本）、電線（約 24,000m）、地下ケーブル(約

1,400m)の移設：費用は円換算で約 32 百万円 

・ テレコム・カンボジア管轄：通信ケーブル(約 4,400m)の移設： 

費用は円換算で約 6百万円 

・ プノンペン都水道公社管轄＋民間：水道管（φ60：約 460m、φ75：約 6,100m、φ100：

約 2,750m、φ150：約 30m、φ200：約 40m、φ225：約 15m、φ250：約 45m、φ300：

約 60m、合計 約 9,500m)の移設： 

費用は円換算で約 30 百万円 

・ 信号機（２基）の移設：費用は円換算で約 70 万円 

・ 日本に開設する銀行口座に必要な手数料の負担 

・ 本計画に従事する日本人および実施に必要な物品／サービス購入の際の課税免除手

続き 

・ 本計画に従事する日本人が「カ」国へ入国、および滞在するために必要な法的措置 

・ 本計画を実施するために必要な許認可証明書等の発行（土工許可、道路占用許可等） 

 

「カ」国政府は上記の分担事業を円滑に実施するとともに、プロジェクト影響住民の住民移

転を外部モニタリングの下で公平かつ円滑に実施し、その結果を適宜、報告しなければなら

ない。 

 

・ プロジェクト影響住民の補償内容の合意取得 

（住民移転計画（RAP）の作成・公表、用地境界設定、資産調査、補償費算定） 

・ 移転補償に必要な予算の確保、支払い 

（再取得価格調査 (RCS) の実施） 

・ プロジェクト影響住民の生活再建支援 

（土地無し住民への移転地提供） 

 

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3-4-1 運営・維持管理計画の体制 

本計画区間は全線プノンペン都の管轄となる。従って本計画実施後の運営・維持管理はプ

ノンペン都と MPWT が共同で実施することになる。道路の維持管理における両者の役割分担

は次のとおりである。 

・ 路面・側溝の清掃、法面の植生の管理、その他の保守などの日常維持管理はプノンペ

ン都の公共事業運輸局が担当する。作業の実施に当たり MPWT の承認は必要なく、プ

ノンペン都の予算を用いて実施される。 

・ 舗装クラックのシーリング及びポットホールの修繕などの補修については、MPWT 内

の道路インフラ部（RID）が担当する。その場合 MPWT の予算を用いて実施される。 
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3-4-2 維持管理業務の内容 

必要な維持管理業務は次のとおりである。 

・ 維持管理（維持）：定期点検（巡回）、路面・歩道・側溝・暗渠の清掃、植生の管理（散

水、草刈り、せん定、芝張り） 

・ 補修（修繕）：舗装クラックのシーリング、ポットホールの補修、ガイドポストの補

修、道路部石積・蛇籠の修繕、法面の補修、その他損傷箇所の補修。 

 

維持管理業務は都の公共事業運輸局が、補修（修繕）は MPWT が主として実施する。 

本計画で改修される道路、新設される排水施設は耐久性・耐候性は高いが、法面及び排水

施設の流末部の吐口(蛇籠)が、洪水により補修が必要となる可能性はある。蛇籠の補修は

「カ」国では、一般に実施されている作業であり、技術的に困難な問題はない。当面、大規

模な補修は不要である。 

なお、工事範囲外である路床面より下に位置する軟弱地盤の圧密沈下に伴うクラックが、

瑕疵期間後にも舗装面に発生する可能性はある。そのクラック補修も一般的な作業であり、

加えて瑕疵期間内に圧密沈下の多くは終息すると思われる。 

現在の体制で運営・維持管理を行うことは可能と判断する。 

 

3-5 プロジェクトの概算事業費 

3-5-1 協力対象事業の概算事業費 

 

(1) 日本側負担経費 

日本側負担経費は、「カ」国政府と工事業者の工事契約締結まで非公表とする。 

 

(2) 「カ」国側負担経費 

概算事業費 約 10,206 千 US$（円換算 約 833 百万円） 

「カ」国側負担経費の内訳は、表 3-5-1 に示す。 

表 3-5-1 カンボジア国側負担経費 

概算事業費 
費 目 

千 US$ 円換算額（百万円） 

銀行手数料 7.6 0.6 
住民への補償 9,350.0 762.7 
電柱・電線・地下ケーブルの移設 400.0 32.6 
通信（光）ケーブルの移設 70.0 5.7 
水道管の移設 370.0 30.2 
信号機の移設 8.5 0.7 

合 計 10,206.1 832.5 
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(3) 積算条件 

 ① 積 算 時 点：平成 23 年 9 月 

 ② 為替交換レート：1US$=81.57 円 

 ③ その他：積算は、日本政府の無償資金協力の制度を踏まえて行うこととする。 

 

3-5-2 運営・維持管理費 

本計画で改修される道路の維持管理に必要な年間の費用は、約 US$50,000 と見込まれる。

その内訳を表 3-5-2 に示す。 

 

表 3-5-2 維持管理内容と年間費用 
1.定期点検項目（プノンペン都の公共事業運輸局） 

（単位：米ドル） 
施設名 点検項目 巡回の頻度 点検人員 使用資機材 所用数量 金額 

道路  12 回／年 2 名 スコップ、ハンマ、 延 96 人/年 1,423 
舗装 クラック、不陸、ポットホール等 日数：4 日/回  バリケード   
路肩・法面 雨水による浸食、崩壊等   小型トラック 延 48 台/年 3,600 
路面表示 損傷、変形、汚れ、薄利      
ガイドポスト 損傷      
護岸 クラック、損傷、崩壊等      

  排水施設 土砂・塵埃堆積、障害物の有無      
橋梁       

舗装 クラック、不陸、ポットホール等      
排水施設 土砂・塵埃堆積、障害物の有無      

 躯体 変位、損傷等      
  護岸・護床 クラック、損傷、崩壊等      
  橋梁添架施設 照明、添架物、手すり等の損傷      
カルバート       
  躯体 変位、損傷等      
  護岸・護床 クラック、損傷、崩壊等      
     小計(56km) 5,023 
     4km 当たり 358 

 
2.維持管理（プノンペン都の公共事業運輸局管轄の外注工事）            （単位：米ドル） 

名 称 規 格 単位 数量 単価 金 額 摘  要 
側溝 清掃、土砂・塵埃の処理を含む m 4,360 3.00 13,080 2 年１回 (単価×0.5) 
       
排水管 清掃、土砂・塵埃の処理を含む m 5,742 4.64 26,643 2 年１回 (単価×0.5) 
       
中央分離帯 芝 刈込み・集積・処分 m2 4,529 0.14 1,268 年 2 回 

       
歩道＋路側 清掃、土砂・塵埃処理 km 4 4.98 1,195 年 240 回 
       
    計 42,186 4km 当たり 
 
3.補修（プノンペン都の外注工事）                        （単位：米ドル） 

名 称 規 格 単位 数量 単価 金 額 摘  要 
舗装(ﾎﾟｯﾄﾎｰﾙ) パッチング t 6,191 0.8 4,952 年 1 回 (ｱｽﾌｧﾙﾄ合材) 
       
路面表示 補修（設置） m2 227 13.76 3,124 年に総数量の 1/10 設置 

       
    計 8,076 4km 当たり 

                                                   合計       50,620 US$ 

 

過去３年間の維持管理充当額（US$換算額）を表 3-5-3 に示す。 
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表 3-5-3 過去 3年間の道路維持管理充当額 

 （単位：百万米ドル） 

年度 2008 2009 2010 
プノンペン都 

維持補修（道路、橋梁、排水） 
24.3 21.5 14.0 

日常維持補修 8.0 17.0 14.5 
定期維持補修 26.0 60.2 44.0 
緊急復旧予算 0.1 0.8 3.0 

公共事業運輸省 
（MPWT） 

洪水復旧予算 2.9 - 4.3 
MPWT、プノンペン都 各総務部より 

 

本計画完了後の維持管理費は、点検および維持管理については、プノンペン都の過去の維

持管理予算(2008～2010 年)の 0.18～0.30％、補修については MPWT の日維持管理予算(2008

～2010 年)の 0.06～0.10％であり、予算措置上の問題はないと考えられる。 
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第4章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

 

事業実施の為の前提条件を表 4-1-1 に整理する。 

 

表 4-1-1 事業実施の為の前提条件 

項目 「本報告書」該当節 備考 

ユーティリティ

移設 

3-3 相手国分担事業の概要 M/D 等で確認済み。 

住民移転 

 

2-2-3 (1)住民移転 

3-3 相手国分担事業の概要 
M/D 等で確認済み。 

先方負担事項 3-3 相手国側負担事項の概要 M/D 等で確認済み。 

 

本プロジェクトにおいては、準備調査報告書ドラフト説明時に MPWT と協議を重ねた結果、

住民移転への補償費用により「カ」国側の負担額が大きいことから、資料４．討議議事録

（M/D）に MPWT は未署名の状況である。今後の対応については、第５章に示す。 

 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

プロジェクトの効果を十分に発現・持続させる為に、「カ」国側が取り組む必要がある課

題は次の通りである。 

 

① 維持管理、特に､舗装面の補修、排水施設の土砂・障害物の除去、護岸・護床工の補修、

法面植生管理等が重要である｡維持管理は､走行条件を良好に保つためだけでなく､舗装や

構造物の耐用期間を伸ばすためにも必要である。維持管理を十分に行うためには、それに

必要な年間予算（US$50,000）を確保しなければならない。3-5-2 節 運営・維持管理費で

述べたとおり、「カ」国側にとってこの予算の確保は可能であると判断される。 

 

② 道路改修により、道路交通の高速化が実現する。交通安全を計るために交通安全教育の実

施、交通道徳の向上、交通マナーの順守等が求められる。さらに、定期的に交通安全キャ

ンペーンを実施することが望ましい。 

 

③ 事業実施後、環境変化や緩和策の効果確認のために公共事業運輸省（MPWT）は 2-2-3-2 節

に示す環境モニタリング（案）を実施することが求められる。 

 

4-3 プロジェクトの評価 

4-3-1 妥当性 

本プロジェクトは、次に示す多大な効果が期待されると同時に、本プロジェクトが広く住

民の生活改善に寄与するものであり、「カ」国が住民移転についても適切な対応をとると判
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断されることから、我が国の無償資金協力により協力対象事業を実施することは妥当である

と判断される。 

 

① 本プロジェクトは、国道 1 号線プノンペン～ネアックルン区間、約 56km 区間の道路改修

を行うものであり、プロジェクトの直接の受益者は、対象道路の位置するプノンペン都及

びカンダール州の住民約 259 万人、間接の受益者は、「カ」国全国民 1,339 万人である。 

② プロジェクトの効果として、物流の効率化、住民の生活道路としての機能の向上、交通事

故の減少、洪水対策、社会・経済の活性化等があり、住民の生活改善に寄与する。 

③ 「カ」国側が独自の資金と人材・技術で運営・維持管理を行うことができ、特別に高度な

技術を必要としない。 

④ 「カ」国の戦略的国家開発計画（NSDP）2009～2013 における道路整備目標として、国道

の一号線の再建が挙げられており、本プロジェクトはこの目標の達成に資するものである。

またアジアハイウェイ構想にも合致している。 

 

⑤ 環境社会配慮面で負の影響を与える事項については、これらを慎重に検討し、設計に反映

することで、影響の軽減を図ることが可能である。なお、今後も「カ」国側が実施する住

民移転にかかる合意形成と補償の実施につき、引き続きフォローしていく必要がある。 

 

4-3-2 有効性 

(1) 定量的効果 

本プロジェクトは、①国際幹線道路（アジア・ハイウェイ）としての機能、②沿道住民の生

活道路としての機能及び③洪水対策としての機能の 3 つの機能を有するプロジェクトであ

る。プロジェクトの実施による定量的効果を表 4-3-1 に示す。 

 

表 4-3-1 定量的効果 

   工事着工前 施設完了後 

走行時間の短縮 
（プノンペン～ネアックルン） 

約 1 時間 50 分 
（平均時速約 30km) 

約 45～50 分 
(平均時速 70km／時) 

大型車の通行 通行できる車両は 15t 車以下 20t 車まで通行可能 

洪水対策効果 
・メコン河によるプノンペン

周辺への冠水 

 
・プノンペン都の洪水堤防を越
流する 

 
・プノンペン都の洪水堤防

を越流しなくなる 

1 号線冠水区間 3 ヶ所、総延長 1,100m 
(2000 年洪水時） 

0 ヶ所 
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(2) 定性的効果 

プロジェクトの実施による定性的効果を表 4-3-2 に示す。 

  

表 4-3-2 プロジェクト実施による定性的効果 

現状と問題点 
本計画での対策 

(協力対象事業) 
計画の効果・改善程度 

1.物的・人的交流 

道路幅員が狭く､また､洪水の影響を受け

易い構造となっており､幹線国道として

の機能が低いため､物的･人的交流が制約

されている｡ 

 

道路構造を改善することにより､

幹線国道としての機能を向上させ

る｡ 

 

幹線国道としての機能が向上し､

輸送時間が短縮し､輸送コストが

低減する結果､物的･人的交流が促

進される｡ 

2.社会・経済活動 

物的･人的交流が不十分なため､社会･経

済活動が十分活性化していない｡ 

 

幹線国道としての機能を向上させ

ると同時に､生活道路としての機

能も向上させる。 

 

物的･人的交流が促進される結果､

社会･経済活動が活性化する｡ 

3.沿道住民生活水準の向上 

農産物の輸送時間が長く､輸送コストが

高い｡また､学校/病院及び都市施設への

アクセスが悪い｡ 

 

交通容量が大きく走行性の優れた

道路に改良するとともに、沿道

サービス施設を設置する｡ 

 

農産物の輸送が容易となる､学校/

病院及び都市施設へのアクセスが

改善し､就学の可能性が高まる等、

沿道住民の生活水準の向上に寄与

する。 
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第5章 本調査の終了とプロジェクトの今後 

 

5-1 概略設計概要説明調査時の協議と調査の終了 

2012 年 1 月 16 日より 20 日まで派遣された概略設計概要説明調査団は、実施機関である MPWT と

協議を行い、準備調査報告書ドラフト（以下、「DFR」）の内容を説明し、設計条件等必要な事項を

確認した。特に本調査においては、Sta. 1+900km から Sta. 4+000km までの区間を 4 車線化する設

計変更を実施したが、その標準断面図等については、MPWT と協議の結果、資料４．討議議事録（M/D）

に添付した未署名 DFR M/D のとおり確認されており、技術面について、認識が共有されている。 

他方、DFR M/D への署名については、カンボジア国側の事情により調査期間中の調整が困難となっ

たため、調査団は未署名のまま帰国した。 

日本大使館、JICA カンボジア事務所は、先方経済財務省（MEF）及び MPWT と署名に向けて協議を

重ねているものの、2012 年 2 月上旬現在も見通しが立っていないため、日本側は本調査を一旦終了

させ、報告書を取りまとめて、カンボジア国側に提出することが妥当と判断した。 

 

5-2 今後の対応 

カンボジア国側の事情に配慮をしつつ，日本側はカンボジア国と引き続き協議を重ねる。 

カンボジア国側の判断が遅れた場合、我が国無償資金協力によるプロジェクト本体事業の延期も

想定される。また、住民移転計画（RAP）の策定や非自発的住民移転等にかかる被影響住民（PAPs）

との交渉スケジュール等も遅延することも想定されることから、今後も情報収集に努め、適切に対

処する。 
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1. 調査団員氏名、所属 

 

現地調査（2011 年 9 月 1 日～2011 年 9 月 15 日） 

No. 氏 名 担 当 所 属 

1 林 宏之 総括 JICA 経済基盤開発部 都市・地域開発第一課  

課長 

2 小林 直樹 無償資金協力 

 

外務省 国別開発協力第一課 

3 田中 幸成 調査計画 JICA 経済基盤開発部 都市・地域開発第一課  

調査役 

4 平岡 一幸 業務主任／道路計画 

 

(株)片平エンジニアリングインターナショナル 

5 岡本 洋一 施工計画／積算 

 

(株)片平エンジニアリングインターナショナル 

6 森田 秀一 環境社会配慮／自然条

件調査（測量） 

(株)片平エンジニアリングインターナショナル 

7 土屋 俊秋 道路計画設計照査 

 

(株)片平エンジニアリングインターナショナル 

 

協力準備調査概要説明（2012 年 1 月 15 日～2012 年 1 月 21 日） 

No. 氏 名 担 当 所 属 

1 林 宏之 総括 JICA 経済基盤開発部 平和構築・都市・地域開

発第二課 課長 

2 田中 幸成 調査計画 JICA 経済基盤開発部 平和構築・都市・地域開

発第二課 調査役 

3 岡本 洋一 施工計画／積算 

 

(株)片平エンジニアリングインターナショナル 

4 高濱 宏治 道路計画・設計 

 

(株)片平エンジニアリングインターナショナル 
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2. 調査工程 

 

現地調査 

 
 

協力準備調査概要説明 

No. Date JICA Consultant Stay

Mr. Hayashi Mr. Tanaka Mr. Okamoto Mr. Takahama 

1 Jan. 15 Sun   13:30 Dep. Narita (oz103), 16:10 Arr. Incheon 
19:10 Dep. Incheon(oz739), 22:50 Arr. PHN 

PHN

2 Jan. 16 Mon   0800 JICA Cambodia Office 
1400 MPWT 

PHN

3 Jan. 17 Tue   Discussion with MPWT PHN

4 Jan. 18 Wed   Discussion with MPWT PHN

5 Jan. 19 Thu 0020 Dep. Haneda (TG 661), 0520 Arr. Bangkok 
0745 Dep. Bangkok (TG580), 0900 Arr. PHN 
1100 EOJ 
1400 JICA Cambodia Office 
1530 Joint Meeting with IRC, MPWT, Mean Chey District 

PHN

6 Jan. 20 Fri AM  Internal meeting 
1500 MPWT 
1800 Internal meeting 

 
23:50 Dep. PHN (oz740) 

PHN

7 Jan.21 Sat Site survey on NR6A, NR11, NR7, NR6, & NR5 
(up to Battambang) 

06:50 Arr. Incheon 
09:00 Dep. Incheon (oz102) 
11:10 Arr. Narita 

BTN

8 Jan.22 Sun Site Survey on NR5   PHN

Hayashi Kobayashi Tanaka Hiraoka Okamoto Morita Tuchiya

3 9/3 Sat Phnom Penh

4 9/4 Sun Phnom Penh

5 9/5 Mon Phnom Penh

8 9/8 Thu

9 9/9 Fri

10 9/10 Sat

11 9/11 Sun

12 9/12 Mon

13 9/13 Tue

14 9/14 Sat

15 9/15 Sun 08:10 Arr. Narita

Site Survey

10:00-11:00  Report to EOJ

14:00-15:00  Report to JICA office

Site Survey

2 9/2

No Date
JICA, MOFA members Consultants

Stay

1 9/1 Thu

0020 Dep. Haneda

Phnom Penh

0430 Arr. Bangkok, 0755 Dep. Bangkok

0905 Arr. Phnom Penh

12:00-13:45 Site visit  (Phase-IV only)

14:00-15:00  Meeting  with JICA Cambodia Office

15:30-17:00 Meeting with MPWT (H.E. Tauch Chankosal and his staff)  at MPWT

Phnom Penh15:00-16:00  Signing of M/D between JICA, IRC and MPWT  at MPWT
Signner:H.E. Tram Iv Tek (Minister of MPWT), H.E. Nhean Leng ( Chairman of Inter-ministerial
Resettlement Committee, Under Secretary of State, Ministry of Economy and Finance)

Fri

9:00-10:00 Coutesy call to EoJ

9:00- 17:00 Site survey (NR-1, resettlement site and Neal Loeung Bridge construction site 

Preparation of M/D (Minutes of Discussion)

 8:30- 11:30 Joint discussion on M/D with IRC and MPWT at MPWT

Phnom Penh
10:30-11:30  Meeting with PPWSA ( H.E. Ek Sonn Chan and his staff)  at PPWSA

14:30-17:00 Joint meeting with MPWT, IRC and governer of  Mean Chey District
( H.E. Nhean Leng and his staff and Governor of Mean Chey District)  at MEF

9/7 Wed

08:30-9:30  Meeting with MEF

6 9/6 Tue

AM Joint discussion on M/D with IRC and MPWT

20:25 Dep. Phnom Penh 

08:10 Arr. Narita Site Survey

Site Survey

Site Survey

Site Survey

Site Survey
Report to JICA office

Site Survey
Report to MPWT

20:25 Dep. Phnom Penh

7
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9 Jan.23 Mon 0830 Discussion with CDC 
1030 Discussion with NCDM 
1430 Discussion with MPWT 
1600 Discussion with MEF  

  PHN

10 Jan.24 Tue 0830 Internal meeting 
1100 Report to EOJ 
1300 Site survey on NR118 
1630 Meeting with MPWT 

  PHN

11 Jan.25 Wed 1100 Report to JICA office 
1600 Signing of MD 
2040 Dep. PHN,  2145 Arr. Bangkok 
2350 Dep. Bangkok 

  PHN

12 Jan.26 Thu 0730 Arr. Narita    
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3. 関係者（面会者）リスト 

 

A. Ministry of Public Works and Transport（公共事業運輸省） 
H.E. Tram lv Tek Minister of MPWT 
H.E. Tauh Chankosal Secretary of State（副大臣） 
H.E. Kem Borey Director General, Directorate of MPWT 
Mr. Chhim Phalla Inspector, General Department of Inspectorate, MPWT 
B. Inter ministerial Resettlement Committee （IRC, 省庁間移転委員会） 
H.E. Nhean Leng Chairman of IRC（ＩＲＣ委員長）, Undersecretary of 

MEF 
H.E. Dr.Chhorn Sopheap Deputy Secretary General 

Mr. Im Sethyra Chief, Resettlement Department, MEF 

Mr. Sim Samnang Deputy Chief, Resettlement Department, MEF 
Mr. Ben Daramony Chief of Bilateral Cooperation Office, MEF 
Mr. Pich Socheata Deputy Chief of Bilateral, RD, MEF 
山下 昇 JICA 専門家（チーフアドバイザー） 
黒川 誠司 JICA 専門家（住民参加型計画及び開発） 
熊谷 隆宏 JICA 専門家（業務調整） 
C. プノンペン都ミンチェイ区 
H.E. Kuoch Charmroenn ミンチェイ区長 
Mr.Moeung Sophan Deputy Director DPWT of PHN  
D. Phonm Penh Water Supply Authority （PPWSA, プノンペン市水道公社） 
Mr. EK Sonn Chan General Director of PPWSA 
Mr. Samreth Sovithia Director of Planning and Technical Department , PPWSA 
Mr. Long Naro Deputy General Director, PPWSA 
Mr. Chea Satephoat Deputy Director of Planning and Technical Department , 

PPWSA 
E. Municipality of Phnom Penh（MPP, プノンペン市役所） 
後藤 哲治 JICA 専門家 
F. EDC（カンボジア電力公社） 
Mr. Iv Visal Director, Distribution Department, EDC 
G. Telecom Cambodia（TC, カンボジア電話会社） 
Mr. Hun Pros Deputy Director of ICT Department, TC 
G. Anco Brothers Co.,Ltd （民間水道会社） 
Mr. Chhor Say Water Supply Enginnering 
Mr.Lim Sokhom General Manager 
在カンボジア日本国大使館 
黒木 雅文 大使 
松尾 秀明 参事官 
大總 学 二等書記官 
JICA カンボジア事務所 
鈴木 康次郎 所長 
小林 雪治 次長 
江上 雅彦 所員 
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4. 討議議事録（M/D）現地調査 
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討議議事録（M/D）協力準備調査概要説明 
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5.  Technical Note 
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6. プノンペン都新区 
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7. 収集資料リスト 

 

収集資料 

 

番号 

 

名称 形態 ｵﾘｼﾞﾅﾙ 

ｺﾋﾟｰ 

発行機関 発行年 

１ 

 

ニロート上水整備計画配管図 図書 

CD 

コピー PPWSA 2011 年 

 ２ 

 

ニロート上水整備計画空気弁詳細図 図書 コピー PPWSA 2011 年 

３ 

 

ニロート上水整備計画 Wash Out 詳細図 図書 コピー PPWSA 2011 年 

 ４ 

 

ニロート上水整備計画ﾀﾞｸﾀｲﾙ管ｽﾍﾟｯｸ 図書 コピー PPWSA 2011 年 

 ５ 

 

国道 1 号線既設水道管 AS-Build 図 CD コピー PPWSA 2011 年 

 ６ 

 

Updated Resettlement Action Plan (URAP) CD コピー IRC 2009 年 

 ７ 

 

DMS サンプル 図書 コピー IRC 2009 年 

 ８ 

 

プノンペン都新区 図書 コピー プノンペン都庁 2009 年 

 ９ 

 

プノンペン交通現況、将来予測の整理 図書 

CD 

コピー プノンペン都庁 2011 年 

 10 

 

Overview of Urban Development in Phnom 

Penh Capital City ver.3 (Draft) 

図書 

CD 

コピー プノンペン都庁 2011 年 
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8. 交通量調査データ 

 

（2011 年 9 月 MPWT が実施） 

Sta.1km+500  

 

 

Sta.3+500 

 

 

STA.1+500 (Neak Loeung to Monivong) STA.1+500 (Monivong to Neak Loeung)

Bicycle M/B L/V H/V PCU
PCU

(2wheel)
PCU

(4wheel)

PCU
(2wheel

)/h

PCU
(4wheel

)/h
Bicycle M/B L/V H/V PCU

PCU
(2wheel)

PCU
(4wheel)

PCU
(2wheel

)/h

PCU
(4wheel

)/h

Tiotal
PCU/h Time

1 23 796 94 19 394 205 189 546 490 17 418 76 21 283 109 174 286 378 1,699 6-7
2 36 1,329 157 28 643 341 301 25 683 76 29 381 177 204
3 27 1,403 205 21 693 358 335 625 625 7 818 102 25 428 206 221 342 508 2,099 7-8
4 13 1,055 172 20 557 267 290 9 534 118 37 422 136 286
5 47 729 129 36 490 194 296 347 586 29 677 131 40 490 177 314 336 663 1,931 8-9
6 46 566 145 29 443 153 290 6 630 180 33 508 159 349
7 34 549 134 19 385 146 239 272 548 9 512 151 24 409 130 279 263 554 1,635 9-10
8 8 495 148 33 435 126 309 2 527 139 27 407 132 275
9 2 444 158 30 422 112 310 228 635 8 537 144 28 421 136 285 281 625 1,768 10-11

10 3 461 167 31 441 116 325 5 573 152 40 485 145 340
11 2 471 155 29 421 118 303 238 588 6 514 156 26 423 130 293 252 594 1,670 11-12
12 5 472 171 19 404 119 285 9 477 142 33 423 122 301
13 8 380 138 29 378 97 281 206 484 6 469 125 42 433 119 314 225 578 1,492 12-13
14 12 425 90 24 312 109 203 13 410 127 28 370 106 264
15 9 475 124 33 400 121 279 262 555 7 436 113 27 353 111 243 202 565 1,583 13-14
16 7 555 128 31 417 141 276 6 358 126 44 414 91 323
17 10 479 154 35 446 122 324 226 628 0 374 186 36 461 94 368 214 723 1,790 14-15
18 4 409 141 34 407 103 304 2 481 176 36 476 121 355
19 5 289 142 38 394 74 320 197 618 4 220 129 53 416 56 360 163 630 1,607 15-16
20 17 478 133 35 421 124 298 9 417 93 41 377 107 270
21 8 554 165 27 448 141 308 305 638 9 520 142 27 411 132 279 316 596 1,855 16-17
22 22 636 162 34 495 165 330 8 728 164 30 502 184 318
23 35 841 175 26 535 219 316 380 623 15 997 157 28 554 253 301 456 566 2,025 17-18
24 26 619 164 27 468 161 306 22 788 134 26 468 203 265

Total 409 14,910 3,551 687 10,845 3,830 7,015 3,830 7,015 233 13,098 3,239 781 10,310 3,333 6,978 3,333 6,978 21,155

STA.3+500 (Neak Loeung to Monivong) STA.3+500 (Monivong to Neak Loeung)

Bicycle M/B L/V H/V PCU
PCU

(2wheel)
PCU

(4wheel)

PCU
(2wheel

)/h

PCU
(4wheel

)/h
Bicycle M/B L/V H/V PCU

PCU
(2wheel)

PCU
(4wheel)

PCU
(2wheel

)/h

PCU
(4wheel

)/h

Tiotal
PCU/h Time

1 53 1,060 104 28 500 278 235 612 505 8 271 44 28 228 70 160 185 319 1,621 6-7
2 35 1,299 117 33 595 334 270 15 447 67 20 271 116 159
3 23 1,238 184 27 641 315 331 558 606 6 536 74 21 305 136 171 257 389 1,810 7-8
4 3 966 121 33 517 242 275 6 481 111 21 338 122 218
5 1 611 101 30 392 153 239 271 504 3 522 109 21 346 131 215 243 455 1,473 8-9
6 4 469 110 34 382 118 265 10 437 141 17 349 112 240
7 6 429 82 40 360 109 253 212 559 1 475 147 24 393 119 274 236 496 1,503 9-10
8 8 405 122 41 408 103 306 4 463 109 23 338 117 223
9 3 400 103 39 375 101 275 203 504 0 481 128 24 370 120 250 253 554 1,513 10-11

10 0 409 126 19 331 102 229 5 525 153 30 435 133 304
11 2 390 110 28 340 98 243 182 531 10 564 116 29 395 144 254 276 534 1,523 11-12
12 7 329 126 35 371 84 289 5 524 143 27 411 132 280
13 8 359 100 26 312 92 223 202 441 3 445 120 26 359 112 248 199 496 1,339 12-13
14 15 426 76 33 325 110 219 3 346 130 23 335 87 249
15 11 420 122 26 355 108 250 224 545 0 383 99 25 313 96 218 193 519 1,480 13-14
16 6 458 116 40 410 116 295 0 387 136 35 398 97 301
17 5 428 105 42 396 108 289 174 553 2 392 136 47 444 99 346 194 644 1,565 14-15
18 1 263 100 37 330 66 264 0 383 139 33 393 96 298
19 3 238 108 35 326 60 266 154 488 2 311 123 46 404 78 326 166 613 1,420 15-16
20 7 366 96 27 313 93 221 7 345 103 42 373 88 286
21 12 455 123 27 369 117 255 253 528 20 590 121 28 404 153 256 330 511 1,622 16-17
22 11 535 131 29 406 137 273 5 703 135 23 431 177 255
23 9 534 115 19 349 136 215 253 474 43 863 127 20 450 227 234 456 530 1,713 17-18
24 6 464 99 36 375 118 259 56 862 150 29 512 230 296

Total 239 12,951 2,697 764 9,474 3,298 6,236 3,298 6,236 214 11,736 2,861 662 8,993 2,988 6,059 2,988 6,059 18,580
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9. 騒音調査データ 

(1) 調査期間 

各項目の調査期間を下表に示す。 

 調査期間 

調査地点名 調査期間 

T-1 2012 年 1月 19日（木）6:00～18:00 

T-2 2012 年 1月 18日（水）6:00～18:00 

 

(2) 調査方法 

等価騒音レベル及び時間率騒音レベルの測定は、｢騒音に係る環境基準について（平

成 10 年 9 月 30 日環境庁告示第 64 号）｣に定める方法を基本とし、計量法第 71 条

の条件に合格し、且つ JIS C 1502 付属書｢等価騒音レベル、単発暴露騒音レベルを

求めるに必要な機能｣を備えた｢積分型騒音計｣を用いて 12時間連続で観測した。尚、

瞬時値は 200ms 間隔で騒音計に内蔵された記憶部に連続でデータを取り込み蓄積

し、蓄積されたデータは、メモリーカードを介してコンピュータへ転送し、統計値

を演算処理した。騒音レベルの測定条件は、下表に示すとおりである。 

騒音レベルの測定条件 

項目 設定条件 

積分型騒音計の周波数特性 A特性 

積分型騒音計の動特性 Fast 

瞬時値のサンプリング間隔 200ms 

マイクロホン高さ 1.2m 

防風スクリーン 常時着用 

(3) 使用機器 

騒音調査で使用する計測機器は下表に示すとおりである。 

使用計測器 

項目 機器名称 製造会社 形式 測定範囲 周波数範囲 

騒音 積分型騒音計 リオン㈱ NL-32 28～130dB 20～8000Hz 
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(4) 調査結果 

騒音計に蓄積された 12 時間分の瞬時値は、コンピュータを用いて 60 分毎に等価騒音

レベル(LAeq)及び時間率騒音レベル（LAX）を演算処理し、一覧表に整理した。 

尚、救急車のサイレンや歩行者の話し声等の道路交通騒音以外の騒音については除外

した。 

T1 地点（Sta.1+600） 

 

 

 

 

T2 地点（Sta.4+100） 

最大値 時間率騒音レベル［LAx］

環境

基準

6 ～ 7 69.7 ○ 88.2 73.8 72.2 68.2 63.2 61.0

7 ～ 8 70.8 × 88.7 75.1 73.1 69.3 66.3 65.4

8 ～ 9 70.3 ○ 86.3 74.7 72.8 68.2 64.0 62.3

9 ～ 10 70.6 × 85.4 75.4 73.6 68.5 64.2 62.8

10 ～ 11 72.4 × 84.7 76.8 75.3 70.8 67.2 66.3

11 ～ 12 70.5 × 84.1 75.0 73.2 68.8 64.9 63.7

12 ～ 13 70.4 ○ 85.3 75.2 73.3 68.4 62.7 60.4

13 ～ 14 71.9 × 86.7 76.6 75.1 70.1 65.0 63.2

14 ～ 15 71.4 × 85.0 75.7 74.1 69.9 65.3 63.6

15 ～ 16 71.7 × 86.4 76.2 74.9 69.6 65.0 63.8

16 ～ 17 71.4 × 86.8 75.3 73.8 69.9 66.6 65.6

17 ～ 18 71.2 × 86.4 75.2 73.6 69.6 66.4 65.5

12時間 71.1 70 × － 75.4 73.8 69.3 65.1 63.6

最大値 72.4 － － 88.7 76.8 75.3 70.8 67.2 66.3

最小値 69.7 － － － 73.8 72.2 68.2 62.7 60.4

LA90 LA95評価 LAmaxLAeq LA5 LA10 LA50

基準との比較
（等価騒音レベル）

70
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最大値 時間率騒音レベル［LAx］

環境

基準

6 ～ 7 71.5 × 87.5 76.5 74.7 69.1 63.4 61.4

7 ～ 8 71.6 × 86.2 76.1 74.5 69.8 65.0 63.7

8 ～ 9 71.8 × 87.6 76.8 74.9 69.5 64.0 62.1

9 ～ 10 71.4 × 87.9 76.6 74.7 69.0 62.2 60.4

10 ～ 11 70.9 × 88.9 75.9 74.1 68.5 62.0 60.2

11 ～ 12 71.3 × 85.1 76.2 74.5 69.1 62.1 60.0

12 ～ 13 71.5 × 87.8 76.9 75.1 68.8 61.4 59.5

13 ～ 14 71.1 × 87.8 76.3 74.6 68.4 61.0 58.9

14 ～ 15 71.1 × 88.0 76.3 74.4 68.3 60.9 59.0

15 ～ 16 70.9 × 87.9 76.1 74.3 68.5 61.1 59.2

16 ～ 17 71.5 × 86.9 76.4 74.6 69.0 62.9 61.3

17 ～ 18 71.9 × 87.0 76.5 74.8 70.0 64.6 63.0

12時間 71.4 70 × － 76.4 74.6 69.0 62.6 60.7

最大値 71.9 － － 88.9 76.9 75.1 70.0 65.0 63.7

最小値 70.9 － － － 75.9 74.1 68.3 60.9 58.9

LA90 LA95評価 LAmaxLAeq LA5 LA10 LA50

基準との比較
（等価騒音レベル）

70
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